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1． 検討の概要 

（１） 検討の背景と目的 
八尾市では、「八尾市第５次総合計画」において「元気をつなぐまち、新しい河内の

八尾」を将来都市像として、地域の想いをまちづくりに反映しやすくする地域分権を進

めていくものとしている。町会については、地域コミュニティの基礎的な部分であるが、

近年加入世帯率が減少しつつある。 

町会は、地域でのつながりそのものであり、その町会への加入する世帯が減少すると

いうことは地域のまちづくりに関わる人たちが減少するということである。八尾市で

は、今後、人口減少と少子高齢化が同時に進むことが見込まれているなか、一人ひとり

の市民が身近な地域でのつながりをもち、安心して暮らし続けることができる地域コミ

ュニティの形成が求められている。 

このような状況のもと、地域分権推進の基盤を確保していくため、町会加入世帯数減

少への対応策の検討を行うことを目的として、八尾市自治振興委員会、市民委員、学識

経験者、関係課職員による「八尾市町会加入促進検討会議（以下、「検討会議」という）

を設置した。 

 
（２） 検討方法及び体制 

検討会議では、下記の３種類の基礎調査を行うとともに、全５回の会議を開催し、町

会活動の活性化及び町会加入促進のあり方について検討した（検討経過は資料編の通

り）。 

 
図表 1 調査内容 

種類 調査内容 
【町会長・自治振興委員アンケート】 
加入促進活動、町会活動活性化策 

［対象者］808名（市職員の訪問により実施） 

アンケート調査 

【市民アンケート】 
町会の活動、加入状況、今後の町会活動 

［対象者］20歳以上の男女2,000名（無作為抽出） 
町会長への 
ヒアリング 

加入促進に取り組んだきっかけと手ごたえ、加入促進活動の内容、加入継

続（退会予防）の工夫、加入促進ツール（ちらし等） 
［対 象］町会長へのヒアリング 

先進事例調査 加入促進に取り組んだきっかけと手ごたえ、地域と行政との連携・協力の

内容・留意点、行政としての加入促進に向けた活動、加入促進ツール（ち

らし等） 
［方 法］文献調査、訪問調査 
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2． 町会加入の現状と課題 

（１） 町会の概要 
a）町会の設立経過 
第二次世界大戦後、戦前から結成されていた町内会組織は一旦解散となったが、災害

救助法（昭和22年法律第118号）の施行にともない、日本赤十字社の働きにより結成さ

れた「地域赤十字奉仕団・分団」が、町会（自治会）に代わる地域自治の新たな組織と

して「八尾市自治振興委員会」が結成されるに至った。 

平成24年１月１日現在、この八尾市自治振興委員会は、28地区、755町会から構成さ

れる市内全域を概ね網羅する八尾市の地域自治組織の中核的組織となっている。 

回覧板や掲示板等による行政情報の伝達といった機能が最も身近ではあるが、赤十字

の活動や防犯灯の設置管理など市民に身近な活動を全市的に展開できる組織となって

いる。 

 

b）八尾市自治振興委員会とは 
①発足：昭和26年５月 

②目的：地域社会の健全な発展と住民福祉の増進、市政の円滑な推進への協力 

③会議：総会(年１回) 

役員会(会長、副会長３人、会計１人の計５人で構成。年10回開催) 

幹事会(会長以下、幹事42人で構成。年10回開催) 

地区委員会(年10回開催) 

 
図表 2 組織構成（平成24年１月１日現在） 

 

 
 

 
(おおむね小学校区が区域) 

 
 
 
 
c）八尾市自治振興委員会の主な活動 
①市政への協力（市政だより・家庭用ごみ袋の配布、ちらしの回覧、ポスターの掲示等） 

②自治振興委員等を対象とした研修会の実施 

  ③幹事を対象とした研修会の実施 

④市長等との意見交換会(市政懇談会)の開催 

 ⑤機関紙「うるおい」の発行(年２回) 

⑥その他 

八尾市自治振興委員会 

地区自治振興委員会（28） 

町会（755） 
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（２） 町会加入率について 
 
a）町会への加入状況を表す指標 
町会への加入状況を表す指標の一つとして「町会加入率」がある。一般的に町会加

入率は次の算出式で算出される。 

 

図表 3 町会加入率の算出式 

町会加入率（％）＝                                 ×100 

 

 

b）町会加入の現状 
八尾市における町会加入率の推移は以下のとおりである。 

平成元年から平成11年まではゆるやかな低下傾向にあったが、平成12年以降、加入率

の低下が進行し、平成23年には72.3％となっている。 

 

図表 4 町会加入率の推移 
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（注）各年５月１日現在。 

（資料）八尾市調べ 

 

 
 

町会加入世帯数  

住民基本台帳世帯数＋外国人登録世帯数 
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c）住民基本台帳世帯数を用いた町会加入率の算定方法の課題 
町会加入率の算出にあたっては、分子にあたる「町会加入世帯数」は各町会からの報

告をもとにした数値であるため、実態を表しているものといえる。 

一方、分母にあたる「住民基本台帳世帯数＋外国人登録世帯数」（以下、「住民基本

台帳等」という）は、「２世帯住宅の場合」や「世帯分離を行っている場合」は『２世

帯とカウントしてしまう』ため、世帯全体としては町会に加入しているにも関わらず、

同世帯の計算上の加入率は実態よりも低く算出されてしまう。 

すなわち、世帯数をどう数えるのかによって、算出される町会加入率に違いが生じて

しまうことが起こりうる。 

図表 5 住民基本台帳等を用いた算定方法について 

（事例①）住民基本台帳等と実態が一致 

 

 

 

  

 

（事例②）住民基本台帳等と実態が不一致 

 

 

 

 

 

 

 

d）国勢調査世帯数を用いた町会加入率の算定 

そこで、世帯数をより実態的に表していると考えられる「国勢調査」における世帯数

を用いて、町会加入率を試算してみることとする。なお、「国勢調査」が行われない年

度については、大阪府が算出している推計人口の世帯数を用いる。 

 

図表 6 国勢調査における世帯数を用いた町会加入率の算出式 

町会加入率（％）＝                   ×100 

       

 

 

 

 

 

 

 

町会加入 

世帯 
加入世帯数 

⇒１世帯と数える 
世帯数 

⇒１世帯と数える 

１世帯(加入) 

１世帯 
＝100％ 

町会加入 

世帯 

 
加入世帯数 

⇒１世帯と数える 

世帯数 

⇒２世帯と数える 

  町会加入世帯数）】   【町会加入率】 

１世帯(加入) 

２世帯 
＝50％ 

２世帯住宅や世帯分離を行っている世帯の場合 

計算結果に違いが生じる 

町会加入世帯数  

国勢調査世帯数 

【住民基本台帳等】 【実態（町会での 

  町会加入世帯数）】   【町会加入率】 
【住民基本台帳等】 【実態（町会での 

国勢調査の方が世帯数をより実態的に表していると考える理由 
 国勢調査では、住居と生計を共にしている人々の集まりを一つの世帯としている。住
民基本台帳への届出の内容に関わらず、実態として「住居と生計を共にしている場合」
は１世帯と数えることになっている。一方、住民基本台帳については届出状況により世
帯数を数えるため、住所変更の届出をせずに転居している世帯（例:一人暮らし世帯で届
出をせずに市外転出した人、長期入院者、長期海外渡航者）も、八尾市に住んでいる世
帯数として数えることになります。 

なお、学生寮や社会福祉施設等については、国勢調査では１棟１世帯としているが、
住民基本台帳では全て１人１世帯と数えます。これらの統計の違い・特性を十分考慮し
ながら、どのような算出方法が適しているのかについて考えることが必要である。 
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e）国勢調査世帯数を用いた町会加入率の試算 

国勢調査世帯数を用いた町会加入率を試算し、その推移をみると、国勢調査世帯数を

用いた町会加入率は、平成22年で80.5％となる。 

住民基本台帳世帯数を用いた算出方法によると、平成22年の加入率は74.0％であるこ

とから、算出結果に6.5％の違いが生じる。 

 

図表 7 国勢調査による世帯数を用いた町会加入率の推移 
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（注１）国勢調査結果をもとに推計を行っている。（大阪府算出） 
（注２）平成22年は国勢調査確報集計結果である。 
（資料）大阪府「大阪府統計年鑑」 

 

図表8 町会加入率（H22）の算出結果の比較 

世帯数のデータ 世帯数（H22） 町会加入世帯数 町会加入率（％）
住民基本台帳等 118,229 87,530 74.0

国勢調査 108,704 87,530 80.5  

 

f）本市における町会加入率の算定について 

 今後、本市における町会加入率の算出にあたっては、毎年５月１日現在の住民基本台帳

等の世帯数（八尾市算出）によるものと、国勢調査結果の推計世帯数（大阪府算出）によ

るものとの２種類を算出し、町会への加入状況を把握する指標として活用していく。 
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（３） 町会加入の課題 
   町会加入率の低下の要因としては、主に次の３点があげられる。 

 

 ａ）都市化の進展 

行政や民間サービスの充実、インターネットの普及などにより、日常生活において

は、近隣とのおつきあいや関わり合いが特になくても、不自由を感じることなく暮ら

すことができる社会となってきている。 

また、宅地開発やマンションの建設などによる都市化の進展により、様々な価値観

やライフスタイルをもった住民が転入し、町会活動の必要性や魅力の捉え方が多様化

している。「町会に入るのが当たり前」と感じる住民が少なくなってきているとの認

識のもと、防災・防犯や福祉など、住民誰もが関わるようなテーマにおいて町会の役

割を果たしていくことが必要となっている。 

 

 ｂ）住宅特性の変化（マンションの建設等） 

近年、大規模マンションが開発されているが、戸建住宅と比較してマンションにお

いては、その建物構造から近隣関係が育みにくくなっている。たとえば、エントラン

スのオートロックは、防犯対策として有効と考えられるが、一方で周辺住民との交流

を阻む要因のひとつとなっていると考えられている。また、ワンルームマンションな

どの賃貸住宅は、住民の入れ替わりサイクルが比較的速く、地域に根ざして暮らそう

という意識は希薄になりがちである。 

このような住宅特性の変化は、町会への加入促進活動へも影響しているものと思わ

れる。分譲マンションの場合、建設時から町会加入の働きかけがないと、入居後に、

町会長が個別に勧誘して加入に結びつけるのはきわめて困難な作業となる。このよう

な住宅特性の変化に対応した加入促進活動を組み立てていくことが必要となってき

ている。 

 

ｃ）町会活動の担い手の不足 

多くの町会において、住民の高齢化が進んでいる。そのことは、町会活動の担い手

においても高齢化が進んでいることを意味している。町会では様々な活動が行われて

いるが、給与所得者が多くなっているなかで、町会活動の担い手を確保することが難

しくなってきている。また、空き家が増加し、町会の各班の世帯数が減少している地

域もみられる。このような状況から、町会活動を担える人が減少し、特定の人へ業務

が集中し、負担感が増している。また、町会活動について輪番制等で対応しようとす

ると、必然的に町会活動が形式的なものとなりがちである。 

このような状況により、町会活動そのものの魅力の低下や、町会活動の役員負担を

回避するために、町会を退会する事例もみられるようになってきている。そのことが

さらに町会の活力を低下させる悪循環が生じている可能性がある。向こう三軒両隣り

から始まる近隣関係を確保するために、町会活動のメリットを具体化するとともに、

担い手の確保に向けた工夫が必要となっている。 
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（４） 町会加入促進に向けた取り組み 
 

a）市の取り組み 
①市政だよりや市のホームページによる加入呼びかけ記事の掲載 

②開発協議における、町会の設立または隣接町会への加入の呼びかけ依頼 

③新築マンション、新興住宅地(いずれもおおむね100世帯)での町会設立の呼びかけ依

頼(開発業者、管理会社へ) 

④出張所や市民課の窓口で転入者に町会加入を呼びかけるちらしの配布(｢暮らしのガ

イドブック」とともに) 

⑤本庁舎、出張所への八尾市自治振興委員会機関紙「うるおい」の配架(年２回) 

⑥個別配布の家庭用ごみ袋への町会加入を呼びかけるちらしの同封 

 
図表 9 町会加入の事例 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
b）八尾市自治振興委員会による町会加入促進の取り組み 
①市民を対象とした講演会（研修会）の開催 

②自治振興委員による未加入世帯への町会加入の呼びかけ 

③地区自治振興委員会役員による町会未結成マンション、新興住宅地での町会設立の呼

びかけ 

④町会加入促進施策の検討 

⑤機関紙「うるおい」で町会活動等の紹介 など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①自治推進課(当時)職員が新築のマンション(約240世帯)の管理組合理事長に町

会設立を呼びかけた結果、町会の設立に至った。 

②八尾市からの依頼に基づき、新興住宅地の開発業者が入居者に町会設立を呼び

かけた結果、町会の設立に至った。 

※平成23年１月以降でも、３ヶ所の新興住宅地において３つの町会(計217世帯)

が新たに設立されている。 
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図表 10 市役所窓口で配布している加入促進ちらし 
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3． 基礎調査の結果 

（１） アンケート調査 
 

a）調査概要 
 

［調査の目的］ 

八尾市における町会活動や町会加入促進活動の現状と課題を把握し、町会のあり方

についての検討を行う際の参考資料とする。 

 

  ［調査の方法、実施状況］ 

   調査の方法、実施状況は下表のとおりである。 

 

図表 5 調査の方法、実施状況 

項目 町会長・自治振興委員 市民 

調査対象 
町会長・自治振興委員808人 八尾市在住の20歳以上の男女

2,000人（無作為抽出） 

調査方法 職員による直接配布・直接回収 郵送による配布・回収 

配布数 808 2,000 

回答数 807 896 

有効回答数 806（有効回答率：99.8％） 896（有効回答率：44.8％） 

調査期間 
平成23年９月15日 

～平成23年９月30日 

平成23年９月22日 

～平成23年10月５日 
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b）町会長の属性・町会活動の概要 
 

・ 町会長は男性が多く、また60代、70代の方が多い。 

・ 就任年数は１～２年未満、１年未満、３年以上と様々であり、選出方法は自薦・

他薦が多く、次いで持ち回り制、抽選・くじ引きとなっている。 

 
■町会長の属性 
 

図表 6 性別              図表 7 年代 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8 就任年数 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 9 選出方法 

               
 

 

 

 

 

 

 

 

無回答
0.6%

男性
79.2%

女性
20.2%

（N=806）
80代
以上
2.4%

50代
14.3%

60代
40.2%

70代
27.2%

30代
4.0%

20代
以下
0.5%

40代
10.8%

0.7%
（N=806）

無回答

26.8

40.3

5.3

26.6

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１年未満

１～２年未満

２～３年未満

３年以上

無回答

（N=806）

38.0

29.8

15.3

14.8

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自薦・他薦

持ち回り制

抽選・くじ引き

その他

無回答

（N=806）
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・ 町会あたりの世帯規模は50世帯～150世帯が多く、町会費の世帯当たり月額は200

円～400円未満が多い。 

・ 各種募金や献金活動、スポーツ祭や各種スポーツ、有価ごみや廃品回収、慶弔の

世話、防火、防犯、防災活動などを行っている町会が多い。 

・ イベント、集会所設置・管理、レクリエーションは市民の認知度が高いが、参加

率は低い。 

・ 市民の約３割は、町会が防犯灯の設置・維持管理を行っていることを知らない。 

 
■町会活動の概要 
 

図表 10 町会あたりの世帯規模（町会長アンケート） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 11 町会費（月額）（町会長アンケート） 

 

5.8

14.8

29.7

24.1

13.6

4.6

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

100円未満

100～200円未満

200～300円未満

300～400円未満

400～1000円未満

1000円以上

無回答

（N=806）

10.0
27.2
26.8

14.3
10.9

3.2
3.1
4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

50世帯未満
50～100世帯未満
100～150世帯未満
150～200世帯未満
200～300世帯未満
300～400世帯未満

400世帯以上
無回答

（N=806）
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図表 12 活動内容（町会長アンケート） 

 

32.0
18.0

71.2

9.114.9
29.3

16.1

55.1

9.1

57.7

3.2

36.7

1.5 1.4
3.0

21.115.4

60.4

17.7

54.3

64.061.058.6

0%

20%

40%

60%

80% （N=806）

無
回
答

わ
か
ら
な
い

防
火
、
防
犯
、
防
災

青
少
年
健
全
育
成
活
動

交
通
安
全
運
動

各
種
募
金
や
献
金
活
動

公
害
防
止
や
緑
化
活
動

慶
弔
の
世
話

ス
ポ
ー
ツ
祭
や
各
種
ス
ポ
ー
ツ

ハ
イ
キ
ン
グ
や
旅
行

盆
踊
り
や
祭
り

趣
味
、
教
養
の
た
め
の
つ
ど
い
や
講
習
会

地
域
問
題
の
勉
強
会
や
講
演
会

子
ど
も
会
、
女
性
会
、
高
齢
ク
ラ
ブ
な
ど
の
助
成

生
活
物
資
の
共
同
購
入
な
ど
生
活
改
善
運
動

集
会
所
な
ど
の
財
産
管
理

住
民
生
活
に
関
す
る
市
な
ど
へ
の
陳
情
要
望

町
会
内
の
も
め
ご
と
の
調
整

そ
の
他

高
齢
者
世
帯
の
慰
問
な
ど
地
域
福
祉
活
動

リ
サ
イ
ク
ル
活
動
な
ど
の
環
境
保
全
活
動

有
価
ご
み
や
廃
品
の
回
収

道
路
、
河
川
、
溝
な
ど
の
清
掃
・
補
修

 
 

図表 13 認知・参加状況（市民アンケート） 

活動 認知 参加

市政だよりや指定ごみ袋の配布 96% 89%

回覧板の回覧や掲示板の管理 94% 79%

募金 80% 68%

地域内の清掃活動 79% 54%

盆踊りやお祭りなどのイベント 89% 40%

集会所などの設置・管理 76% 42%

レクリエーション（花見など） 63% 17%

認知度は高いが、
参加率が低い活動

認知度が高く、
参加率も高い活動

防犯灯の設置・維持管理
の認知度（71％）

約３割が知らない

［その他］
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c）町会活動に対する満足度・町会長が特に苦労している取り組み・参加状況の課題 
 

・ 町会長・市民とも、町会活動に対して、課題もあるがまあまあ満足と感じている

人が多い。 

・ 新しい催しがある地域、住民同士の交流が活発な地域では、町会長の満足度が高

い。また、世帯数が多いほど満足度が高くなる傾向がみられる。 

・ 町会長として特に苦労している取り組みは、後任や役員の確保、行事・イベント

の参加者の確保、行事・イベントの準備・開催など。 

・ 町会長の約半数が、町会活動に特定の人しか参加していない、あるいは活動への

参加者が少ないと考えている。 

 
■町会活動に対する満足度 

 

図表 14 全体（町会長アンケート・市民アンケート） 

6.2

62.9

13.6

12.2

5.1

16.1

49.2

7.0

25.3

2.4

0% 20% 40% 60% 80%

活発に活動しており満足
している

課題もあるがまあまあ
満足している

満足していない

わからない

無回答
町会長(N=806)
市民(N=744)

課題もあるが
まあまあ満足している

活発に活動しており
満足している

満足していない

わからない

無回答

 

 
図表 15 町会の状況別にみた「満足している（※）」の割合（町会長アンケート） 

           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

74.872.270.470.3

56.8
48.9

35.1

63.5

82.8
88.3

38.1

54.4

78.6
69.1 74.1

57.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体
（
Ｎ
＝

）

や
や
活
発
（
Ｎ
＝

）

伝
統
的
な
行
事
が
な
い
（
Ｎ
＝

）

新
し
い
催
し
が
あ
る
（
Ｎ
＝

）

新
し
い
催
し
が
な
い
（
Ｎ
＝

）

わ
か
ら
な
い
（
Ｎ
＝
21
）

と
て
も
活
発
（
Ｎ
＝
60
）

伝
統
的
な
行
事
が
あ
る
（
Ｎ
＝

）

あ
ま
り
活
発
で
な
い
（
Ｎ
＝

）

活
発
で
な
い
（
Ｎ
＝
77
）

わ
か
ら
な
い
（
Ｎ
＝
47
）

50
世
帯
未
満
（
Ｎ
＝
81
）

50
〜

世
帯
未
満
（
Ｎ
＝

）

〜

世
帯
未
満
（
Ｎ
＝

）

〜

世
帯
未
満
（
Ｎ
＝

）

世
帯
以
上
（
Ｎ
＝

）

74.872.270.470.3

56.8
48.9

35.1

63.5

82.8
88.3

38.1

54.4

78.6
69.1 74.1

57.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全
体
（
Ｎ
＝

）

や
や
活
発
（
Ｎ
＝

）

伝
統
的
な
行
事
が
な
い
（
Ｎ
＝

）

新
し
い
催
し
が
あ
る
（
Ｎ
＝

）

新
し
い
催
し
が
な
い
（
Ｎ
＝

）

わ
か
ら
な
い
（
Ｎ
＝
21
）

と
て
も
活
発
（
Ｎ
＝
60
）

伝
統
的
な
行
事
が
あ
る
（
Ｎ
＝

）

あ
ま
り
活
発
で
な
い
（
Ｎ
＝

）

活
発
で
な
い
（
Ｎ
＝
77
）

わ
か
ら
な
い
（
Ｎ
＝
47
）

50
世
帯
未
満
（
Ｎ
＝
81
）

50
〜

世
帯
未
満
（
Ｎ
＝

）

〜

世
帯
未
満
（
Ｎ
＝

）

〜

世
帯
未
満
（
Ｎ
＝

）

世
帯
以
上
（
Ｎ
＝

）

806

540 194
103 125

296

285
219 216 115

139

【祭りや行事】 【住民同士の交流】 【町会の世帯数】

150

100

100

150

200

200

（※）「満足」と「まあまあ満足」の合計 
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■町会活動に対する満足度 
 

図表 16 町会長が特に苦労している取り組み・課題（町会長アンケート） 

32.6

11.3
21.3

33.4

10.3
16.6 15.3

50.6

4.2 7.9

0%

20%

40%

60%

行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の

準
備
・
開
催

募
金

住
民
か
ら
の
苦
情
・

要
望
へ
の
対
応

行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の

参
加
者
の
確
保

回
覧
板
の
運
用

転
入
者
へ
の
町
会
加

入
の
呼
び
か
け

町
会
長
・
自
治
振
興

委
員
を
対
象
と
し
た

行
事
・
研
修
へ
の
参

後
任
や
役
員
の
確
保

そ
の
他

無
回
答

（N=806）

町
会
長
・
自
治
振
興
委

員
を
対
象
と
し
た
行
事

・
研
修
へ
の
参
加

募
金

住
民
か
ら
の
苦
情
・

要
望
へ
の
対
応

行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の

参
加
者
の
確
保

回
覧
板
の
運
用

行
事
・
イ
ベ
ン
ト
の

準
備
・
開
催

転
入
者
へ
の
町
会
加
入

の
呼
び
か
け

町
会
長
等
を
対
象
と
し
た

行
事
・
研
修
へ
の
参
加

後
任
や
役
員
の
確
保

そ
の
他

無
回
答

 
 

図表 17 町会活動への住民の参加状況の課題 

48.1

22.6

53.0

15.5

5.1 5.2 4.2

0%

20%

40%

60%

活
動
へ
の
参
加
者

が
少
な
い

集
合
住
宅
（
マ
ン

シ
ョ
ン
）
か
ら
の

参
加
が
少
な
い

特
定
の
人
し
か
参

加
し
て
い
な
い

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

（N=806）

活
動
へ
の
参
加
者
が

少
な
い

集
合
住
宅
か
ら
の

参
加
が
少
な
い

特
定
の
人
し
か

参
加
し
て
い
な
い

特
に
課
題
は
な
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答
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d）市民の近隣とのおつきあいの状況・地域活動への参加意向 
 

・ 近隣の人と積極的に関わりをもっている人はそれほど多くはないが、以前からつ

きあいは大切なものと考えている人、東日本大震災を受けて大切だと考えるよう

になった人は多い。また、大規模災害時には、約半数が、互いに助けあえると考

えている。 

・ 地域活動に関わりたくないと考えている人はごく少数で、約８割の市民は活動に

参加・協力する意向を持っている。 

・ 町会活動をより良くするためには、誰もが参加しやすい企画・運営や、情報伝達・

共有の充実、役員負担の軽減などが求められている。 

 
図表 18 近隣とのおつきあいの状況    図表 19 近隣とのおつきあいについての考え方 

（市民アンケート）                （市民アンケート） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図表 20 大規模災害時の近隣での助け合い（市民アンケート） 

16.2

48.8

21.4

5.9 5.7 2.0
0%

20%

40%

60% （N=896）

助
け
合
え
る
か
ど
う
か

わ
か
ら
な
い

近
隣
の
方
を
あ
ま
り

頼
り
に
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

こ
れ
ま
で
も
助
け
合
い

を
し
て
い
る

大
規
模
災
害
は
互
い
に

助
け
合
え
る
と
思
う

16.2

48.8

21.4

5.9 5.7 2.0
0%

20%

40%

60% （N=896）

助
け
合
え
る
か
ど
う
か

わ
か
ら
な
い

近
隣
の
方
を
あ
ま
り

頼
り
に
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

こ
れ
ま
で
も
助
け
合
い

を
し
て
い
る

大
規
模
災
害
は
互
い
に

助
け
合
え
る
と
思
う

 
 

 

24.1
29.1

40.6

4.0 2.1
0%
10%
20%
30%
40%
50% （N=896）

無
回
答

挨
拶
を
す
る
程
度

積
極
的
に
関
わ
り

を
も
っ
て
い
る

決
ま
り
ご
と

の
み
に
参
加

ま
っ
た
く
つ
き
あ
い

が
な
い

24.1
29.1

40.6

4.0 2.1
0%
10%
20%
30%
40%
50% （N=896）

無
回
答

挨
拶
を
す
る
程
度

積
極
的
に
関
わ
り

を
も
っ
て
い
る

決
ま
り
ご
と

の
み
に
参
加

ま
っ
た
く
つ
き
あ
い

が
な
い

52.3

26.9

8.6 10.4
1.8

0%

20%

40%

60% （N=896）

以
前
か
ら
大
切
な
も
の

と
考
え
て
い
る

東
日
本
大
震
災
を
受
け

て
、
大
切
な
も
の
だ
と

考
え
る
よ
う
に
な
っ
た

あ
ま
り
必
要
性
は
感
じ

て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答
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図表 21 地域活動への参加協力の意向（市民アンケート） 

18.9

4.6 6.1 6.9 5.1

35.2

4.4 2.8

12.6

0%

10%

20%

30%

40% （N=896）

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

す
で
に
参
加
し
て
い
る
し
、

こ
れ
か
ら
も
参
加
し
た
い

参
加
し
て
み
た
い
が

き
っ
か
け
が
な
い

参
加
し
て
み
た
い
が

自
分
の
条
件
に
合
わ
な
い

参
加
し
て
み
た
い
が
ど
の
よ

う
な
活
動
が
あ
る
か
知
ら
な
い

参
加
し
て
み
た
い
が
興
味
の
あ
る

活
動
や
同
年
代
の
参
加
者
が
少
な
い

日
常
的
に
は
参
加
で
き
な
い
が

活
動
に
は
協
力
し
た
い

自
分
は
関
わ
り
た
く
な
い

 

 

図表 22 町会活動をより良くする活動（市民アンケート） 

49.6
38.7

12.6
17.6

33.9

2.0
13.7

4.0
0%

20%

40%

60% （N=896）

誰
も
が
参
加
し
や
す
い
よ
う
に

町
会
活
動
を
企
画
・
運
営
す
る

こ
と

地
域
に
関
わ
る
情
報
伝
達
・

情
報
共
有
を
充
実
す
る
こ
と

町
会
活
動
の
民
主
性
を
高
め
る

こ
と

町
会
活
動
の
透
明
性
を
高
め
る

こ
と

町
会
役
員
の
活
動
の
負
担
を

減
ら
す
こ
と

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

 
 

図表 23 町会活動について市民が考えていること（市民アンケートの自由記述から） 

 

・ 近所づきあいを通じて、住民同士が支え合い、助け合うことが必要。 

・ 気軽に参加できる場所や催しがあればよい。 

・ 若い世代にも参加してもらいたい。 

・ 新しい住民が馴染めるような配慮をしてほしい。 

・ 町会加入のメリットを示してほしい。 
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e）町会の認知度・町会への加入状況 
 

・ 市内各地で町会が結成されていることは、８割以上の人に認知されている。 

・ 一方、町会が結成されていることを「知らない」という回答は、20代、会社員、

集合住宅（賃貸）の住民に多い。 

・ 町会に加入している市民は８割を超える。 

・ 「加入していない」という回答は、町会の認知度と同様、20代、会社員、集合住

宅（賃貸）の住民に多い。 

・ 住宅の種類別では、戸建と集合住宅（分譲）では加入している割合が高いが、集

合住宅（賃貸）では未加入の割合が高い。 

 
■町会結成の認知度（市民アンケート） 

 

図表 24 全体の認知度 

85.8

9.6

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

知らない

無回答

（N=896）

 
 

 

 

図表 25 年代・職業・居住形態別にみた 「知らない」の割合 

30.3

11.412.5
7.3

4.2
7.2 5.4 3.8

14.6

0.0

5.6

12.1

6.3
9.7 7.7

10.0

4.2

10.5
7.4

29.1

7.7
9.6

0%

10%

20%

30%

40%

全
体
（Ｎ
＝

）

【年代】 【職業】 【居住形態】

30
代
（
Ｎ
＝

）

40
代
（
Ｎ
＝

）

50
代
（
Ｎ
＝

）

60
代
（
Ｎ
＝

）

70
代
（
Ｎ
＝

）

80
代
以
上
（
Ｎ
＝
56
）

自
営
業
（Ｎ
＝
78
）

会
社
員
（Ｎ
＝

）

会
社
役
員
（Ｎ
＝
18
）

公
務
員
（Ｎ
＝
36
）

パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト

家
事
（Ｎ
＝

）

無
職
（Ｎ
＝

）

学
生
（
Ｎ
＝
13
）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
20
）

戸
建
（分
譲
）（
Ｎ
＝

）

戸
建
（
賃
貸
）
（
Ｎ
＝
38
）

集
合
住
宅
（分
譲
）
（Ｎ
＝
81
）

集
合
住
宅
（
賃
貸
）
（
Ｎ
＝

）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
39
）

20
代
（
Ｎ
＝
66
）

896 140 144 137 213 139
198

（
Ｎ
＝

）
132

176 216

551

165

30.3

11.412.5
7.3

4.2
7.2 5.4 3.8

14.6

0.0

5.6

12.1

6.3
9.7 7.7

10.0

4.2

10.5
7.4

29.1

7.7
9.6

0%

10%

20%

30%

40%

全
体
（Ｎ
＝

）

【年代】 【職業】 【居住形態】

30
代
（
Ｎ
＝

）

40
代
（
Ｎ
＝

）

50
代
（
Ｎ
＝

）

60
代
（
Ｎ
＝

）

70
代
（
Ｎ
＝

）

80
代
以
上
（
Ｎ
＝
56
）

自
営
業
（Ｎ
＝
78
）

会
社
員
（Ｎ
＝

）

会
社
役
員
（Ｎ
＝
18
）

公
務
員
（Ｎ
＝
36
）

パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト

家
事
（Ｎ
＝

）

無
職
（Ｎ
＝

）

学
生
（
Ｎ
＝
13
）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
20
）

戸
建
（分
譲
）（
Ｎ
＝

）

戸
建
（
賃
貸
）
（
Ｎ
＝
38
）

集
合
住
宅
（分
譲
）
（Ｎ
＝
81
）

集
合
住
宅
（
賃
貸
）
（
Ｎ
＝

）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
39
）

20
代
（
Ｎ
＝
66
）

896 140 144 137 213 139
198

（
Ｎ
＝

）
132

176 216

551

165  
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■町会への加入状況 
 

図表 26 全体（市民アンケート） 

82.9

0.1

4.1

10.8

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（N=896）
加入している

以前は加入していなかったが、
途中から加入した

以前は加入していたが、今は
加入していない

以前から加入していない

無回答

以前は加入していなかったが、
途中から加入した

以前は加入していたが、
今は加入していない

加入している

以前から加入していない

無回答

 
 

 

 

図表 27 年代・職業・居住形態別にみた「加入していない」の割合 

（
Ｎ
＝

）

28.8
25.7

18.118.2

8.5 6.5
1.8

15.4

24.7

11.1
16.718.9

10.2 8.3 7.7 10.0
5.1

10.5

24.7

47.9

5.1

15.0

0%

20%

40%

60% 【年代】 【職業】 【居住形態】

全
体
（Ｎ
＝

）

30
代
（
Ｎ
＝

）

40
代
（
Ｎ
＝

）

50
代
（
Ｎ
＝

）

60
代
（
Ｎ
＝

）

70
代
（
Ｎ
＝

）

80
代
以
上
（
Ｎ
＝
56
）

自
営
業
（
Ｎ
＝
78
）

会
社
員
（Ｎ
＝

）

会
社
役
員
（
Ｎ
＝
18
）

公
務
員
（Ｎ
＝
36
）

パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト

家
事
（Ｎ
＝

）

無
職
（Ｎ
＝

）

学
生
（
Ｎ
＝
13
）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
20
）

戸
建
（分
譲
）（
Ｎ
＝

）

戸
建
（賃
貸
）（
Ｎ
＝
38
）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
39
）

20
代
（
Ｎ
＝
66
）

896 140 144 137 213 139
198

132

176 216

551

165

集
合
住
宅
（分
譲
）（
Ｎ
＝
81
）

集
合
住
宅
（
賃
貸
）（
Ｎ
＝

）

（
Ｎ
＝

）

28.8
25.7

18.118.2

8.5 6.5
1.8

15.4

24.7

11.1
16.718.9

10.2 8.3 7.7 10.0
5.1

10.5

24.7

47.9

5.1

15.0

0%

20%

40%

60% 【年代】 【職業】 【居住形態】

全
体
（Ｎ
＝

）

30
代
（
Ｎ
＝

）

40
代
（
Ｎ
＝

）

50
代
（
Ｎ
＝

）

60
代
（
Ｎ
＝

）

70
代
（
Ｎ
＝

）

80
代
以
上
（
Ｎ
＝
56
）

自
営
業
（
Ｎ
＝
78
）

会
社
員
（Ｎ
＝

）

会
社
役
員
（
Ｎ
＝
18
）

公
務
員
（Ｎ
＝
36
）

パ
ー
ト
・

ア
ル
バ
イ
ト

家
事
（Ｎ
＝

）

無
職
（Ｎ
＝

）

学
生
（
Ｎ
＝
13
）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
20
）

戸
建
（分
譲
）（
Ｎ
＝

）

戸
建
（賃
貸
）（
Ｎ
＝
38
）

そ
の
他
（
Ｎ
＝
39
）

20
代
（
Ｎ
＝
66
）

896 140 144 137 213 139
198

132

176 216

551

165

集
合
住
宅
（分
譲
）（
Ｎ
＝
81
）

集
合
住
宅
（
賃
貸
）（
Ｎ
＝

） 
 

図表 28 住宅の種類別にみた加入状況（町会長アンケート） 

殆ど加入 半数以上加入 殆ど未加入 わからない

戸建住宅 90% 9% 1% 1%

集合住宅（分譲） 53% 22% 13% 13%

集合住宅（賃貸） 35% 24% 34% 7%

寮・社宅 19% 6% 23% 52%  
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f）町会加入促進のための取り組み 
 

・ 町会加入を促進するための取り組みとしてよく行われているのは、町会長や組

（班）長等による転入者への面談での説明である。また、集合住宅建設や住宅地

開発があった際には、７割以上の町会長が、加入促進のための取り組みを行って

いる。 

・ 約２割の市民が、町会長や組（班）長等による勧誘が町会加入のきっかけになっ

たと回答している。 

・ 町会未加入者では、町会があることを知らなかったとの回答が約４割、加入する

きっかけがなかったとの回答が約３割で、加入の必要性を感じていないとの回答

は約２割にとどまっている。 

・ 勧誘にあたっての工夫や効果があった取り組みとしては、転入者に対する働きか

けをすぐに行うこと、町会加入のメリットを示すこと、住宅建設時等に施主や所

有者、管理会社に働きかけを行うことが挙げられている。 

 
図表 29 加入促進の取り組み（町会長アンケート） 

34.9

41.3

13.9

0.4

9.9

4.3

27.2

1.1

4.2

0% 20% 40% 60%

町会長・自治振興委
員・役員による

組（班）長による転入
者への面談での説明・
会報、チラシなどの配
布による加入案内・Ｐ
インターネットのホー
ムページやメールを利
地域イベント（祭り、
防災訓練など）の際に

その他

特に何もしていない

わからない

無回答

（N=806）
町会長・自治振興委員・役員による

面談での説明・勧誘

組(班)長による面談での説明・勧誘
会報、チラシなどの配布による

加入案内・ＰＲ
ホームページやメールを利用した

加入案内・ＰＲ

地域イベントの際に説明・勧誘

町会長・自治振興委員・役員による
面談での説明・勧誘

組（班）長による面談での説明・勧誘

会報、チラシなどの配布による
加入案内・ＰＲ

ホームページやメールを活用した
加入案内・ＰＲ

無回答

わからない

特に何もしていない

その他

地域イベントの際に説明・勧誘

 
 

図表 30 集合住宅・住宅地開発の際の取り組み（町会長アンケート） 

74.2

16.7

7.3

1.7

0% 30% 60% 90%

した

していない

わからない

無回答

（N=233）
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図表 31 町会加入のきっかけ（市民アンケート） 

32.0

37.6

2.3

19.5

0.9

11.6

6.9

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親の世代から加入しているの
で

今の住居に転入する前のとこ
ろでも加入していたので

チラシなどで町会があるのを
知ったので（自分で申し込ん
町会長や班長（組長）からの

勧誘があったので
知人が加入していたので

マンションなどで加入が義務
付けられているため

その他

無回答

（N=743）
親の世代から加入しているので

今の住居に転入する前のところでも
加入していたので

チラシなどで町会があるのを知った
ので(自分で申し込んだ)

町会長や班長(組長)からの勧誘が
あったので

親の世代から加入しているので

転入前のところでも加入していたので

チラシなどで町会があるのを
知ったので（自分で申し込んだ）
町会長等からの勧誘があったので

知人が加入していたので

加入が義務付けられているため

その他

無回答

32.0

37.6

2.3

19.5

0.9

11.6

6.9

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親の世代から加入しているの
で

今の住居に転入する前のとこ
ろでも加入していたので

チラシなどで町会があるのを
知ったので（自分で申し込ん
町会長や班長（組長）からの

勧誘があったので
知人が加入していたので

マンションなどで加入が義務
付けられているため

その他

無回答

（N=743）
親の世代から加入しているので

今の住居に転入する前のところでも
加入していたので

チラシなどで町会があるのを知った
ので(自分で申し込んだ)

町会長や班長(組長)からの勧誘が
あったので

親の世代から加入しているので

転入前のところでも加入していたので

チラシなどで町会があるのを
知ったので（自分で申し込んだ）
町会長等からの勧誘があったので

知人が加入していたので

加入が義務付けられているため

その他

無回答

 
図表 32 町会未加入の理由（市民アンケート） 

38.1

27.8

18.6

15.5

9.3

9.3

21.6

16.5

29.9

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

町会があることを知らなかっ
たため

加入するきっかけがなかった
ため

加入方法がわからないため
就業状況により、町会長や班
長（組長）を担えないため
家族状況により、町会長や班
長（組長）を担えないため
町会費を負担することが難し

いため
町会加入の必要性を感じてい

ないため
近所づきあいをわずらわしく

感じるため
その他

無回答

（N=97）
町会があることを知らなかったため

加入するきっかけがなかったため

町会費を負担することが難しいため

町会加入の必要性を感じていないため

近所づきあいを煩わしく感じるため

家族状況により、町会長や班長(組長)
を担えないため

就業状況により、町会長や班長(組長)
を担えないため

町会があることを知らなかった

加入するきっかけがなかった

加入方法がわからない

就業状況により、町会長等を担えない

家族状況により、町会長等を担えない

町会費を負担することが難しい

町会加入の必要性を感じていない

近所づきあいが煩わしい

その他

無回答

 
図表 33 勧誘にあたっての工夫や効果があった取り組み（町会長アンケートの自由記述から） 

・ 引っ越しから時間を置かず、組長と役員がペアで訪問。 

・ 町会加入のメリットを記載した資料を作成。 

・ 賃貸マンションの所有者との連絡体制を強化。 
・ 防災の観点から勧誘。 

・ 町会費の値下げ。 

・ 地域のイベント開催時に町会をＰＲ。 
［集合住宅建設・住宅地開発時］ 

・ 住宅建設段階で施主や所有者に働きかけ。 

・ 建設が決定した際、建築主に町会の規約を渡し、加入をお願い。 
・ 集合住宅の管理会社との間で、入居の契約時に町会加入を条件とする旨の取り決

めをした。 

・ ワンルームマンションは出入りが激しいため、戸別ではなくマンションとして加
入してもらった。 
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g）退会を防ぐための取り組み 
 

・ 約３割の町会で、退会が時々ある。また、退会する可能性がある市民も約１割い

る。 

・ 退会の理由として、町会長の約７割、市民の約５割が、役員の負担を挙げている。 

・ 負担軽減策を設けている町会は１割に満たないが、市民の約７割が高齢者が加入

継続できるような配慮が必要であると考えている。 

・ 町会における負担軽減策としては、一人暮らし高齢者等世帯の状況に応じた役員

負担の軽減や、町会費の減額・引き下げなどが挙げられている。 

 
図表 34 町会退会のケース（町会長アンケート） 

5.0

22.7

64.8

2.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80%

毎年のようにある

時々ある

あまりない

わからない

無回答

（N=806）

 
 

図表 35 町会退会の理由（町会長アンケート） 

26.9

66.4

17.5

22.4

8.1

4.0

0% 20% 40% 60% 80%

町会活動にメリットを感じな
い

役員の負担が重い、役員をし
たくない

町会費を負担したくない

その他

わからない

無回答

（N=223）町会活動にメリットを感じない
役員の負担が重い、役員をした

くない

町会活動にメリットを感じない

役員の負担が重い、したくない

町会費を負担したくない

その他

わからない

無回答

 

図表 36 負担の軽減策（町会長アンケート） 

8.3

7.6

66.0

6.6

11.5

0% 20% 40% 60% 80%

設けている

設けていないが今後設けたい

設けていない

わからない

無回答

（N=806）
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図表 37 町会加入の継続意向（市民アンケート） 

86.0

6.0

1.2

5.0

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加入を継続する
世帯状況の変化によって
は、加入継続できないかも
いずれ退会する見込み

わからない

無回答

（N=744）

加入を継続する
世帯状況の変化によっては、
加入継続できないかもしれない

いずれ退会する見込み

わからない

無回答

 

 

図表 38 町会退会の理由（市民アンケート） 

0.0

13.5

18.9

29.7

8.1

10.8

40.5

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

町会の活動内容に不満
だから（行事など）
町会の運営方法に不満
だから（意思決定の方
就業状況の変化によ
り、町会長や班長（組
家族状況の変化によ
り、町会長や班長（組町会費の負担を重く感
じるようになったので
近所づきあいをわずら
わしく感じるように

その他

無回答

（N=37）町会の活動内容に不満だから

その他

無回答

町会の運営方法に不満だから

町会費の負担を重く感じるようになったので

就業状況の変化により、町会長や班長(組長)
を担えなくなったため

家族状況の変化により、町会長や班長(組長)
を担えなくなったため

近所づきあいをわずらわしく感じるように
なったので

町会の活動内容に不満

町会の運営方法に不満

就業状況の変化により、町会長等を担えなくなった

家族状況の変化により、町会長等を担えなくなった

町会費の負担を重く感じるようになった

近所づきあいを煩わしく感じるようになった

その他

無回答

 
 

図表 39 高齢者の世帯への配慮（市民アンケート） 

73.9

3.0

1.8

17.4

3.9

0% 20% 40% 60% 80%

一人暮らしの高齢者、高齢
者のみの世帯などが加入継
特に配慮する必要はない

その他

わからない

無回答

（N=896）

特に配慮する必要は無い

その他

無回答

高齢者のみの世帯などが加入継続
できるよう配慮すること

わからない

高齢者のみの世帯が加入継続
できるよう配慮すること
特に配慮する必要はない

その他

わからない

無回答

 

 

図表 40 負担の軽減策（町会長アンケートの自由記述から） 

・ 世帯の状況に応じて役員負担軽減を行っている。 

・ 高齢者に対する役員負担軽減を図っている。 

・ 世帯の状況に応じて町会費を減額している。 
・ 町会費の引き下げを行った。 
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h）今後の町会が担う役割・町会に加入してよかったと思うこと・町会加入促進
で行政に求める取り組み 
 

・ 町会長では、今後の町会が担う役割がますます大きくなると考えている人が多

い。 

・ 市民は、近隣で知り合いが増えることや、地域や行政についての情報が入手でき

ること、防犯・防災、地域福祉活動などにより安心して暮らすことができること

などをメリットとしてとらえている。こうした点を、加入呼びかけの説明をする

際に働きかける（メリットを明確にする）ことが重要。 

・ 町会加入促進のために行政に求める取り組みとして、町会長では、行政窓口での

加入促進、住宅開発者・不動産業者への協力要請、ちらしの配布等が求められて

いる。また、市民では、行政窓口での加入促進に加えて、転入手続き時に町会の

連絡先を伝達することが求められている。 

 
図表 41 今後の町会が担う役割（町会長アンケート・市民アンケート） 

30.6

54.5

11.2

3.7

17.1

55.0

23.7

3.0

0% 20% 40% 60% 80%

ますます大きくな
ると思う

あまり変わらない
と思う

わからない

無回答

町会長(N=806)
市民(N=896)

ますます大きくなると思う

あまり変わらないと思う

わからない

無回答

 

 
図表 42 町会に加入してよかったと思うこと（市民アンケート） 

41.5

23.0

40.5

26.2

16.9

21.0

1.5

3.4

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

近隣で知り合いが増え
る

気軽に地域の催しに参
加できる

地域や行政についての
様々な情報が入手でき
防犯・防災や福祉など
の活動があり、安心し
困ったことなどが起
こったときに相談しや

特にない

その他

わからない

無回答

（N=744）
近隣で知り合いが増える

気軽に地域の催しに参加できる

地域や行政についての様々な情報が入手できる

防犯･防災や福祉などの活動があり安心して暮らすことができる

困ったことなどが起こったときに相談しやすい

特にない

その他

わからない

無回答
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■町会加入促進で行政に求める取り組み（町会長アンケート・市民アンケート） 
 

図表 43 町会長が行政に求める取り組み 

31.9

12.7

17.7

12.5

6.5

56.1

33.1

7.7

17.0

0% 20% 40% 60%

町会活動につい
ての説明のチラ
地域の町会活動
について相談に
町会加入を進め
るためのマニュ
他地域における
町会加入のノウ
町会加入促進活
動に関する町会
転入時における
市役所・出張所
集合住宅の開発
者・所有者や不

その他

無回答

（N=806）

町会活動についての説明のチラシ・パンフレットの提供

地域の町会活動について相談に乗ってくれる
アドバイザーの派遣

町会加入を勧めるためのマニュアルの提供

他地域における町会加入のノウハウなどを
紹介した事例集の提供

町会加入促進活動に関する研修会の開催

転入時における市役所窓口等での説明と
町会加入の呼びかけ

集合住宅の開発者・所有者や不動産業者
などに対する町会加入の協力の呼びかけ

その他

無回答

 

 
図表 44 市民が行政に求める取り組み 

47.0

38.8

14.2

7.3

1.5

20.2

5.2

0% 20% 40% 60%

転入時におけ
る行政窓口で
の加入促進転入手続にお
ける町会の連
絡先の伝達不動産事業者
における物件
案内の際の町行政が取り組
む必要性は低

い
その他

わからない

無回答

（N=896）

転入時における行政窓口での加入促進

転入手続における町の連絡先の伝達

行政が取り組む必要性は低い

不動産事業者における物件案内の際の

町会加入の呼びかけ

その他

わからない

無回答

47.0

38.8

14.2

7.3

1.5

20.2

5.2

0% 20% 40% 60%

転入時におけ
る行政窓口で
の加入促進転入手続にお
ける町会の連
絡先の伝達不動産事業者
における物件
案内の際の町行政が取り組
む必要性は低

い
その他

わからない

無回答

（N=896）

転入時における行政窓口での加入促進

転入手続における町の連絡先の伝達

行政が取り組む必要性は低い

不動産事業者における物件案内の際の

町会加入の呼びかけ

その他

わからない

無回答
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i）町会加入促進に向けて 
 

・ 町会に加入している市民は、知り合いができることや安心して暮らせることな

ど、加入のメリットを感じている。 

・ 町会未加入の市民も、加入する意思がないのではなく、加入するきっかけがない

ことという理由が多く、町会役員等から直接声をかけることが加入のきっかけに

なったケースは多い。住宅開発時等の業者への声かけも含めて、転入時の早期ア

プローチすることが効果的である。 

・ 上記のような町会加入のメリットを、あらゆる機会を活用して訴えかけることに

より、加入促進を推進していくことが求められる。 

・ ある程度の規模で、住民同士の交流を活発に行うことで、さらに活動への参加・

協力が増える「良い循環」が生まれると考えられる。 

 
［まとめ］ 
・ 町会長は、町会活動への参加者が少ないことが課題であると考えており、行事や

イベントの参加者や役員の確保に苦労している。 

・ 一方、市民は、町会活動に参加する意向はあるものの、負担の軽減なども含めて、

誰もが参加しやすい企画や運営を求めている。 

・ 町会結成を認知していない市民は、20代、会社員、集合住宅（賃貸）の住民で多

く、未加入についても同様の傾向がみられる。 

・ 町会未加入の理由については、入る意思がないのではなく、町会があることを知

らなかった人、また、加入するきっかけがなかった人が多い。 

・ 町会から直接声をかけることが町会加入のきっかけになったケースは多く、転入

時に早期アプローチをすることが効果的である。 

・ また、集合住宅建設や住宅地開発の際には、関係する業者や所有者に早期にアプ

ローチすることも重要である。 

・ 加入している市民の多くは加入を継続する意向を示している。 

・ 退会を検討する場合、主な理由は高齢になり役員が担えなくなることであり、高

齢者世帯への配慮が求められている。言い換えれば、世帯の状況に応じて負担を

軽減することが、退会を防ぐことにつながる。 

・ 町会に加入している人は、近隣で知り合いが増えること、情報が入手できること、

安心して暮らせることが、町会加入のメリットであると考えている。 

・ 上記のようなメリットをあらゆる機会に訴求することで、加入促進を推進してい

くことが求められる。 
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［町会活動の「良い循環」についての考察］ 
 

 

 

新しい催し 

住民同士の 

交流が活発 

地域での 
活動が活発 

町会活動への 
関心が高まる 

活動への参加・ 
協力が増える 

財源の確保 ある程度の世帯規模 多様な人材 

良い
循環 

町会活動の 

メリットを実感 

《活動が活発な町会にみられる特徴》

○新しい催しがある

○住民同士の交流が活発である

○町会の世帯規模が大きいほど、「活動に満足」する傾向

○町会費の月額が「400円」以上であると、活動の種類が多様になる

《活動が活発な町会にみられる特徴》

○新しい催しがある

○住民同士の交流が活発である

○町会の世帯規模が大きいほど、「活動に満足」する傾向

○町会費の月額が「400円」以上であると、活動の種類が多様になる

次のような「良い循環」ができていると考えられる
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（２） 町会長ヒアリング調査 
 
a）調査概要 
アンケート調査では把握できない町会活動の実態を把握することを目的として、町

会活動をされている町会長（自治振興委員）の中から、町会加入促進などについて先

進的な取り組みをされている町会長７名の方にご協力をいただき、ヒアリングを実施

した。（調査時期：平成23年11月24日～12月6日） 

 

b）調査結果のまとめ 
  
［町会運営について］ 

 ◆活動内容・参加状況 

・ 町会では、住民交流のイベント（もちつき、夏祭り等）、防災、防犯、交通安全、地域

の美化などに熱心に取り組んでいる。 

・ 活動にあたって、参加者の確保で苦労している活動もみられる（例：市民スポーツ祭な

ど）。また、集合住宅からの参加が少ないと感じている地域もある。 

 

◆体制づくり 

・ 町会長個人の動きだけでは限界があるため、役員会に提案し、方針決定を求め、賛同が

得られたものを実行するなど、運営での工夫をしている町会がみられる。 

・ 町会を活性化するためには、地域の課題について取り組みを進めていくことが必要であ

るが、町会長が１年交代等で代わる町会もみられるなかで、課題への対応に取り組める

体制づくりや、関係機関の協力・支援の体制が必要と思われる。 

・ 町会では書類作成や会計ができる人材確保で苦労している。また、後継者の確保が心配

されている。講習会やマニュアルなどの支援が必要と思われる。 

・ 新しく建設されたマンションの事例では、マンションの住民に町会長経験者がいたため

町会が設立されていたが、そのような人材が入居者にいない場合、町会そのものが設立

されない可能性もある。町会として新しいマンションでの町会設立を支援していくこと

が必要と思われる。 

 

◆運営での工夫など 

・ 指定ごみ袋の配布の際に手渡しを心がけるなど、住民とのコミュニケーションを大切に

している町会長がみられた。 

・ 様々な地域課題を解決していくために、行政や警察との連携を粘り強く進めている取り

組み事例や、交渉案件について２名対応を基本とするなどの工夫がみられた。 

・ 住民の了解を得ながら独自で名簿作成をしている町会がみられた。また、地域独自の回

覧を頻繁に作成し、住民への周知に留意している町会がみられた。 

・ 町会の集会所の利用料は、町会活動の貴重な独自財源となっているところが見られた。 

・ 校区と自治振興委員会の活動区域の整合確保、班の規模の確保が、今後の検討課題であ

る。 
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  ［町会加入について］ 

 

◆町会への加入状況 

・ 今回のヒアリングを実施した町会では、いずれも戸建世帯については加入率が高い。ま

た、大規模なマンションでも加入事例がみられた。 

・ マンションの町会加入については、マンションの所有者の意向が影響しているとの意見

があった。 

・ 高齢のため役員を担えないとの申し出があったり、子どもの成長にともなって、町会を

退会する事例もみられた。 

 

◆加入促進活動（現状） 

・ 転入世帯を訪問し、町会への加入を呼びかけるのが、いずれの町会でも基本的な活動で

ある。勧誘にあたっては町会加入のメリット（回覧板や指定ごみ袋の配布など）を説明

されている。 

・ 賃貸マンションの契約時に不動産業者が町会加入を進めたことが加入につながった事例

がみられた。 

・ 戸建住宅の分譲計画やマンションの建設計画がある町会では、入居時における加入促進

活動を検討している。 

・ 未加入のマンションについて、不動産業者と交渉している事例が見られた。 

・ 町会長の交代を機に、建売分譲後５年程度経過した未加入の戸建住宅を訪問したところ、

加入した事例があった。 

・ 高齢世帯について、役員や掃除当番を免除している事例がみられた。 

・ 特に若いファミリー世帯には町会に入って欲しいとの意見があった。 

 

◆加入促進活動（アイデア） 

・ 転入の直後に町会長等が転入者に声をかけるのが一番である。 

・ 市役所・出張所における転入手続の際に、職員から加入を呼びかける「ひとこえ運動」

をしてはどうか。 

・ 加入促進ちらしの雛形があると加入促進活動がしやすい。町会に入ることは地域活動の

輪に入ることであることや、防犯灯の電気料金の負担などの町会の役割などを伝えたい。 

・ マンションについては、建築確認の段階で所有者に対して、町会加入の促進への協力を

依頼してほしい。 

・ 新築のマンションについては、町会の設立が大変である。ある程度強引にリードしてく

れる住民も必要である。 

・ 町会の行事・イベントは子ども向けや高齢者向けが多い。子どもがある程度大きくなっ

た世帯（40代～50代）が町会加入のメリットを感じられるような工夫である。 
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c）ヒアリング結果の概要 
 

 Ａ町会 Ｂ町会 

地域概要 ・ 竹渕小学校区 
・ 約80世帯 

・ 亀井小学校区 
・ 約330世帯 

活動内容 

・参加状況 

・ もちつき 
・ スポーツ行事 
・ 防犯（不審者対策、防犯灯設置、
歳末夜警） 

・ 登下校の見守り 
・ 防災（食料備蓄、火災警報器） 
・ 集合住宅からの参加が少ない。 

・ 防犯（パトロール、防犯灯設置） 
・ 防災（消火訓練等） 
・ 一人暮らし高齢者の見守り 
・ 地域一斉清掃 
・ 募金 
・ 慶弔の世話 
・ 市民スポーツ祭等の参加者確保
が課題 

体制づくり ・ 会長をサポートする人材が不足 
・ 後継者確保が課題 
・ 町会名簿を作成 
・ 自主防災組織（今後機能してい
くかが課題） 

・ 町会長選考委員会を設置し、役
員を選出 

・ 運営委員会（毎月開催）で課題
を協議 

 
運営での工夫

など 

・ パソコンで文書管理を行い、容
易に引き継ぎが行えるような体
制を整えている。 

・ ごみ袋を手渡し配布。(住民との
コミュニケーション) 

・ 町会費が還元されていることが
分かってもらえるような工夫
（例：食糧備蓄入替時の住民へ
の配布） 

・ 地域行事で公民館（地域の集会
所）を活用 

・ 財産管理は町会長間で引き継
ぐ。 

・ 企業などの寄付を募る。 
 
 
 
 

町会の加入状

況 

・ 殆どの世帯が加入（工場も加入） 
・ 加入しない事業所もあり 
・ 退会事例はない（転出を除く） 

・ マンション世帯は加入していな
い。 

・ 班長を担いたくないのも未加入
の理由の一つ。 

加入促進活動 

（現状） 

・ 転入者を訪問し勧誘している。 
・ 不動産業者と交渉し、単身者ア
パートも加入（町会費は振込） 

・ 建売住宅の計画があり、早めに
対応する予定 

・ 特に、ファミリー世帯は町会に
入ってほしい 

・ 建売住宅の入居者を勧誘し、加
入に至った。 

・ 新築マンションについて、管理
会社を通じて加入を求めてい
る。 

・ 社宅については、建設の際に町
会加入を条件とした 

・ 加入案内ちらしを配布したがあ
まり効果がない。 

加入促進活動 

（アイデア） 

・ 町会が行政に依頼した時に痒い
ところに手が届くような支援を
する。 
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 Ｃ町会 Ｄ町会 

地域概要 ・ 高安西小学校区 
・ 約110世帯 

・ 亀井小学校区 
・ 約200世帯 

活動内容 

・参加状況 

・ 路上駐車問題や通過交通の速度
抑制、通学時間帯の通行禁止等
警察や市等に要望をあげる。 

・ 許可を得て公園にペットのマナ
ー向上の啓発看板を設置 

・ 公園清掃（当番制で実施） 
・ 防災学習を計画中 

・ 地域独自のイベント 
・ 市民スポーツ祭 
・ 防犯（パトロール、暗がり診断、
防犯灯設置） 

・ 防災（災害図上訓練、公園で防
災訓練） 

・ 公園清掃（当番制で実施） 
 

体制づくり ・ 役員会に提案し、方針決定を求
め、賛同を得たものを実行して
いく。 

・ 運営委員会（隔月開催）で情報
共有（今後の予定など） 

・ 町会長は１年交代 
運営での工夫

など 

・ 町会名簿を作成 
・ 市役所・警察に粘り強く協力を
求め続ける。 

・ 交渉案件は最低２名で対応。 
・ 回覧での徹底した情報共有・情
報公開。 

・ 回覧等の資料をファイリング
（引き継ぎに役立つ） 

・ 町会の集会所の貸館収入が財源 
・ 校区と自治振興委員会のエリア
が一致していないので、情報が
行き渡るような工夫をしてい
る。 

町会の加入状

況 

・ 120世帯のうち30世帯が未加入 
・ マンションは入れ替わりが早い
ので加入されない。 

・ 退会希望の声もある。 

・ 戸建は99％が加入 
・ 規模の大きなマンションで加入
事例あり。 

・ 賃貸マンションの加入・未加入
は所有者の影響もある。 

加入促進活動 

（現状） 

・ 未加入世帯に呼びかけている。
（町会があるのを知らなかった
との声あり） 

・ 役員で協力して勧誘ちらしを作
成し、勧誘する予定 

・ 高齢者世帯は役員や掃除当番を
免除 

・ メリットなども伝え、町会加入
を呼びかけている。 

加入促進活動 

（アイデア） 

・ 加入促進ちらしの雛形の提供が
あると助かる。 

・ 防犯灯の電気料金を町会が負担
していることを周知する。 

・ マンションの建築確認の段階で
所有者等に加入促進の協力を求
める。 
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 Ｅ町会 Ｆ町会 

地域概要 ・ 用和小学校区 
・ 約130世帯 

・ 南高安小学校区 
・ 約230世帯 

活動内容 

・参加状況 

・ 防災（防災訓練、防災学習、消
火器の買い替え） 

・ 非常持出し袋の中身についての
質問があり、情報提供 

・ 防犯（ＬＥＤ防犯灯を設置） 
・ 応急処置の講座が好評（地域の
看護師に講師を依頼） 

・ ＡＥＤ講習を計画（消防署に協
力依頼） 

・ 近隣の付き合いが薄れつつあ
る。 

・ カーブミラーの設置に向けて地
域と調整するなど、地域の意見
をまとめるようにしている。 

体制づくり ・ 班長は輪番制、町会役員は自薦
他薦 

・ 協力体制が課題 
 

・ 退職を機に町会長を引き受けた
人もいる。 

・ 町会長の後任は大体見当をつけ
ている。 

・ 会計（ベテラン）の後任確保が
心配 

・ 「失敗したらいけない」と思う
と町会活動は活性化しない。 

運営での工夫

など 

・ 町会長交代を機に消火器を交換
することにより、町会への役割
の再認識を図った。 

 

・ ごみ袋は手渡ししている。 
・ 町会の集会所で葬儀をされると
施設の利用料が入り、町会活動
のための費用に充てている。 

・ 校区と自治振興委員会のエリア
が一致していないので、情報が
行き渡るように工夫している。 

 
町会の加入状

況 

・ 戸建が大半で加入率はほぼ
100％ 

・ マンション（９戸）が未加入 

・ 戸建は加入 
・ マンションは加入と未加入のも
のがある。 

加入促進活動 

（現状） 

・ 転入者を訪問し勧誘。 
・ 転入者自らが加入申込にくる例
もある。 

・ マンション世帯の町会加入に向
けて管理会社と協議中 

・ 賃貸マンションの契約時に不動
産業者が町会加入を勧めたこと
が加入につながった例がある。 

・ 高齢者世帯の役員免除 

・ 町会長になったことを機に、５
年前の建売戸建を勧誘したとこ
ろ、加入された。 

・ 加入を勧めても年配者の方が、
ガードが固い。若い世帯は説明
すれば加入される。子どものこ
ともあり、若い世帯には入って
欲しい。 

加入促進活動 

（アイデア） 

・ ＬＥＤ防犯灯の設置、住民交流
のイベントなど、町会の役割を
わかりやすく伝えていく。 

・ 転入直後に町会長が声をかける
のが一番 

・ 市役所・出張所の窓口（転入手
続き）で町会加入を呼びかける
「ひとこえ運動」をすべき。 

・ 加入促進ちらしがあるとよい 
・ 規模の小さな班については、再
編・統合が必要になるのではな
いか。 
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 Ｇ町会 

地域概要 ・ 龍華小学校区 
・ 約300世帯 

活動内容 

・参加状況 

・ 夏祭り（子ども会が中心） 
・ ふれあいまつり 
・ 市民スポーツ祭 
・ シニアクラブ（公園で体操） 
・ 防災（消火訓練、避難訓練） 
 ※管理組合の主催 

・ マンション周辺の清掃（当番制
で実施） 

体制づくり ・ マンション入居直後に町会設立
を呼びかける方がおられたこと
もあり、町会を設立。 

・ 前年度の班長（約30人）から役
員（10人）を抽選で選ぶ。 

 
運営での工夫

など 

・ 市政だよりは集合ポストで配布 
・ 町会費は管理組合から引き落と
し。 

町会の加入状

況 

・ 300世帯のうち約210世帯が加入 
・ 役員にあたったため退会される
例もある。 

加入促進活動 

（現状） 

・ 転入世帯を勧誘すると大体加入
される。 

・ 回覧板やごみ袋などのメリット
を伝える。 

加入促進活動 

（アイデア） 

・ マンションでは、町会の最初の
立ち上げが大変である。ある程
度強引にひっぱってくれる住民
の存在も必要。 

・ 町会に入ることは地域の様々な
活動の輪に入ること 

・ 夏祭りは子ども向けのイベント
であり、子どもが大きくなった
世帯の加入メリットを考えてい
くことが必要。 

・ 町会と管理組合との連携を強化
したい。 

・ マンションには集会所が必須で
ある。 
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（３） 先進事例調査 
 
ａ）インタビュー調査（横浜市都筑区総務部地域振興課） 

 

①自治体の基礎データ（平成２３年４月１日現在） 

人 口：202,446人 

世帯数：75,626世帯 

面 積：27.88平方キロメートル 

自治会・町内会加入率：63.2％ 

地区連合自治会数：15 

自治会・町内会数：118 

 

②都筑区の特色 
・集合住宅が約 40％・一戸建てが約 60％と集合住宅の割合が比較的多い。 

（八尾市ではマンション約27%・一戸建て約66％・その他約７% 市民アンケートより） 

・人口は年々増加（過去４年で毎年約 4,500 人増 流入率は市内一） 

・平均居住年数が４～５年と短い 

（八尾市では居住年数30年以上が約36％ 5年未満は約14% 市民アンケートより） 

・高齢化率が低い（15 歳未満：約 19％ 15～64 歳：約 69％ 65 歳以上：約 12％） 

【参考】八尾市 （15歳未満：約15％  15～64歳：約62％  65歳以上：約23％） 

※国勢調査より 

都筑区は横浜市中心部に対するベッドタウンであり、都心へのアクセスの利便性か

ら、マンションが急増している。ただし、賃貸マンションが分譲マンション・戸建住

宅より多く、平均居住年数は４～５年と短い。若い世代が多く、古くから住んでいる

住民が比較的少ない。 

 

③町会加入の取り組み 
<1>取り組みの基本姿勢 

・自治会・町内会は地域活動の基盤であり地域の支えあいの中心であると位置づけ、

平成 21 年４月より自治会・町内会加入促進に取り組み始めた。 

・はじめは自治会・町内会の会長からも、「会長の仕事が増えるから余計なことはす

るな」との声があったが、加入促進は重要だと説得を行った。 

・区の重点施策であり、区政運営方針にも「自治会・町内会加入促進事業」が挙げら

れている。 

・横浜市全 18 区の中で、町会加入率が最も低い状況にある。そのため、加入率の数字

にはとらわれず一人でも多くの人に加入してもらおうということを基本姿勢とした。 

 

 

 

（参考：八尾市） 
人 口：271,593人 
世帯数：119,272世帯 
面 積：41.71平方キロメートル 
自治会・町内会加入率：72.3％ 
地区自治振興委員会数：28 
自治会・町内会数：754 
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<2>具体的な取り組み 

区民意識調査によると、自治会・町内会に加入しない理由の多くが「加入方法がよく

わからないから」39.9％と「特に勧誘されてないから」23.9％（都筑区調べ）であった。 

またそう回答した多くは、平成12年以降の居住者・借家への居住者・40歳代以下の世

代であった。 

そうしたことを踏まえて、以下の取り組みを行った。 

 

［転入者に対する取り組み］ 

◇リーフレット作成・配布、入会届ハガキの活用 

自治会・町内会区域図が印刷されたリーフレットを作成し、区内施設や区内８箇

所の駅にリーフレットを設置した。 

  また、リーフレットの中に地域振興課あての「自治会・町内会」入会届ハガキを

入れた。 

  返ってきたハガキをもとに会長に連絡をし、接触する機会を持ってもらう。 

  ハガキには個人情報が記載されているので、情報保護シールを貼ってもらうよう

にしている。 

 

◇転入時や母子健康手帳交付時の勧誘 

  転入時や母子健康手帳交付時にも加入リーフレットを配布する。 

  ３月下旬から４月上旬にかけて、区役所２階に転入者向け特設コーナーを設け、

加入の勧誘をする。 

 

◇各自治会・町内会と連携した取り組み 

  各自治会町内会と連携し、加入リーフレット・ちらしを地域の行事（まつり）な

どで配布。また、掲示板などにポスターを掲示。以前は担当係長一人でリーフレッ

トなどを配っていたが、町会長の方々にも配布協力してもらえるようになった。 

 

◇学校と協力し保護者向けにちらしを配付 

  「自治会・町内会に加入されていない皆様へ」というちらしを学校の協力を得て

保護者向けに配布をした。 

  小学校１校（約700人） 

  リーフレットには「自治会・町内会の主な活動」や「自治会・町内会の加入のメ

リット」などが書かれている。 

  また、ちらしにはＱＲコードが印刷されていて、読み込むとｅメールが作成され

住所・氏名・連絡先を入力して送信すると都築区地域振興課に届き、その後自治会・

町内会会長に連絡を行い、訪問してもらう。 

 

◇宅地建築物取引協会や不動産業者への協力依頼 

  平成21年に横浜市全体で、町内会連合会と宅建協会と市で加入促進の協定を結ん

だ。 
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  これをもとに、不動産業者の店頭にリーフレットを置いたり、店頭での加入受付、

新規契約時の加入の働きかけをしたりという協力をお願いしている。また、自治会・

町内会の情報（例えば会費の金額など）も提供している。 

 

［マンションに対する取り組み］ 

◇管理組合、管理会社への接触 

  都筑区では新築マンションの増加が著しいので、新築の情報があればすぐに建設

会社・管理会社や管理組合に接触をし、近隣自治会・町内会と行政とが連携を図り

ながら町会加入の促進に努めている。 

  管理組合と自治会は車の両輪と位置づけ（管理組合は住居の管理はしてくれるが、

十分な防災対策まではしてくれない。普段からの近所のつながり、助け合いなしに

防災はできないなど。）加入の勧誘をする。 

 

◇既存自治会・町内会との調整 

世帯数や地域の状況により、マンション世帯を既存の自治会・町内会に組み入れ

るのか、新たに作るのか、調整が必要である。 

 

◇「社団法人 高層住宅管理業協会」と協力しセミナーを開催 

「社団法人 高層住宅管理業協会」（分譲マンション管理会社を会員とする日本

唯一の業界団体で約400社が加盟。国内マンションの約９割が当協会の会員会社に

より管理されている）と協力し、「地域共生セミナー ～マンションと地域社会の

在り方～」を開催し自治会活動の内容と町会加入促進の取り組みについて紹介し

た。 

 

 ［その他の取り組み］ 

◇自治会・町内会情報シートを作成し区民からの問い合わせに対応。 

     区民から「自治会・町内会に入りたいが町会長を教えてほしい」とか「この町

内会の会費はいくらか」という問い合わせに速やかに対応できるよう、自治会・

町内会情報シート（連合町会名・自治会町会名・会長名・会長連絡先・会費・集

金方法・主な活動・役員選出方法・情報提供の可否）を作成している。作成には

各自治会・町内会ごとに問い合わせをして情報提供してよいか確認している。 

   ◇ホームページにおいて、住所から自治会・町内会を検索できる。 

   ◇ホームページにおいて、自治会・町内会申込用紙のダウンロードができる。 

   ◇ホームページにおいて、自治会・町内会申込Ｅメールを送ることができる。 

   ◇区役所２階のテレビで自治会・町内会の活動ＰＲをしている。 

◇区の公用車、ごみ収集車、青パトにも自治会町会のＰＲマグネットを貼った。 

   ◇区民まつりにて加入促進うちわを配布した。 
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 ④取り組みの効果など 
加入率の推移 

年 度 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

人 口 189,875 196,387 199,695 202,446 

総世帯数 71,039 74,127 75,811 75,626 

加入世帯数 45,729 46,694 47,066 47,796 

加入率 64.4% 63.0% 62.1% 63.2% 

・Ｈ21年度より加入促進の取り組みを開始し、取り組み始めて３年目で加入率上昇。 

・地道な取り組みが必要である。はじめは数字（加入率）にはとらわれない。 

   ・転入者に対する働きかけが重要である。 

   ・行政だけでは加入促進できない。自治会町内会との連携が必要。 

   ・ありとあらゆる方法で自治会・町内会の必要性・メリットを宣伝し、加入促進をする。 
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ｂ）インタビュー調査（相模原市企画市民局市民部市民協働推進課） 
 

①自治体の基礎データ（平成２３年４月１日現在） 

人 口：717,701人                  

世帯数：304,041世帯 

面 積：328.83平方キロメートル 

自治会・町内会加入率：59.1％ 

地区自治会連合会数：22 

自治会・町内会数：592 

 

②相模原市の特色 

・平成 18 年に３市町が合併（相模原市・津久井町・相模湖町）平成 19 年には相模原

市と２町が合併（相模原市・城山町・藤野町）、平成 22 年政令指定都市に移行した。 

・人口は微増傾向（過去３年で毎年平均約 4,000 人増） 

・人口構成は 15～64 歳がやや多い。 

（15歳未満：約13％ 15～64歳：約67％ 65歳以上：約20％） 

【参考】八尾市（15歳未満：約15％ 15～64歳：約62％ 65歳以上：約23％） 

※国勢調査より 

・自治会連合会は旧相模原市域の１８地区と旧城山町、旧津久井町、旧相模湖町、旧藤

野町の４地区の22地区で構成されており、旧相模原市域は住宅街や企業が多く、他の

地域は自然や観光スポットが多い。 

・大学があり学生が多いため、単身者も多い。 

 

③町会加入の取り組み 

<1>福利厚生制度について 

・市自治会連合会が、ホテル、遊園地等と直接割引契約。 

・140 万円でパンフレットを作成、配布している。（原資は自治会連合会 70 万円＋市

補助 70 万円）それ以外に業者に支払しているものはない。 

・施設情報として、会員に全戸配布し、情報提供をしている。 

・さがみ湖リゾートプレジャーフォレスト（相模原市内）というところは、会員向け

に年３回特別割引をやっており、合わせて自治会活動参加の呼びかけちらしやうち

わを無料で作成してＰＲを行っている。 

・相模原市内のボーリング場が非常に協力的で、会員に対しては市内５つのボーリン

グ場で２ゲーム 700 円とし、そのうち東日本大震災への義援金として 200 円分を自

治会連合会名で被災地に送るという活動を行っている。 

・福利厚生制度については、未加入者から問い合わせはあるが、加入率に影響あるか

は不明。 

 

 

（参考：八尾市） 
人 口：271,593人 
世帯数：119,272世帯 
面 積：41.71平方キロメートル 
自治会・町内会加入率：72.3％ 
地区自治振興委員会数：28 
自治会・町内会数：７５４ 
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<2>加入促進キャンペーン 

 ・毎年３月に加入促進キャンペーンを市と自治会連合会とで協力して行っている。 

  市内４箇所で計６回グッズちらしなどを配布。 

  ＦＭさがみ局で「自治会に入りませんか」の放送を流している。 

  市の広報にも特集を組んでいる。 

 

<3>その他取り組み 

・マンションや新築住宅への取り組み 

マンションの管理会社や住宅開発者、建築主向けに専用のパンフレットを作り、

「入居あっせんまたは販売の際は、自治会に積極的に加入されることを説明されるよ

うお願いします。」というように、業者の協力を要請している。 

 ・新任自治会長に対する研修会への取り組み 

  自治会長が交代した際、「何をやっていいか分からない」「これはどうするの」と

いった声が多く聞かれる。連合会では、自治会活動の手引きを渡すだけでなく、新任

の自治会長に対して研修を行っている。一見加入促進とは関係ないように見えるが、

自治会長の活動に何があって何が必要なのかを明示する事により、「会長はすごく大

変そうだから自治会をやめる」といった声を少なくなるようにしている。自治会長の

活動は大変ではあるが、過大に「大変である」という噂が飛び交っていることもある

ので、そういった不安を払拭できるよう研修会を行っている。 

   

④取り組みの効果など 

加入率の推移 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 

人 口 706,295 710,336 712,604 717,701 

総世帯数 292,551 296,789 299,634 304,014 

加入世帯数 180,282 180,204 180,211 179,737 

加入率 61.6% 60.7% 60.2% 59.1% 

 

取り組みの効果はまだ出ていないが、できることを一つ一つやっている。 
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ｃ）文献調査 
   他都市における取り組み事例は次の通りである。  

 

［１］転入者の加入促進 

 <1>住宅建設段階での加入促進 

取り組み名称（自治体等） 取り組み概要 

マンションにおける町会加入
促進のための手引きを作成 
（仙台市・仙台市連合町会会長
会） 

仙台市は、マンションにおける町会加入促進のため、
「地域コミュニティ形成に向けた取り組みの手引き」を
作成。マンション管理の基本やマンション建設の流れを
説明した上で、建設前・建設中・完成後における働きか
け方を紹介。また、既存マンションへの働きかけ方を説
明。 

高松市中高層建築物の建築に
関する指導要綱を改正し、建築
主の責務として加入促進を位
置づけ 
（高松市） 

高松市は、中高層建築物の建築に関する指導要綱を改正
し、共同住宅の建築主の責務として、当該共同住宅入居
者の自治会への加入促進に努めるものとする内容を盛
り込んだ。 

集合住宅コミュニティ条例を
制定し、集合住宅のコミュニテ
ィ担当者」の届出制度を導入 
（金沢市） 

金沢市は、集合住宅におけるコミュニティ組織の形成を
促進するための条例を制定。集合住宅の住民、町会その
他の地域団体、事業者、市が協力しコミュニティを育む
環境をつくる。新たに15戸以上の集合住宅を建築する際
には「集合住宅のコミュニティ担当者」の届出をするこ
ととなっている。 

 

 <2>住宅契約段階での加入促進 

取り組み名称（自治体等） 取り組み概要 

地域と宅地建物取引業界が連
携し単身者の加入を促進 
（横浜市港北区宅建防犯協会） 

港北区宅地建物取引業防犯協会は、港北防犯協会、港北
警察署、港北区役所と連携し、賃貸独身者専用ワンルー
ムが多い地区の連合町内会と協力して賃貸所有者に町
内会費を払ってもらう仕組みを導入。町内会費は防犯灯
の拡充に充てる。 

県宅地建物取引業界と連携し
加入促進 
（横浜市旭区） 

旭区は、県宅地建物取引業界と連携し、会員の不動産業
者が管理する物件の新規契約時や更新時に加入を促す
仕組みを導入。 

不動産協会、宅地建物取引業協
会界と連携し加入促進 
（青梅市自治連合会） 

青梅市自治連合会は、社団法人全日本不動産協会東京都
本部多摩西支部、社団法人東京都宅地建物取引業協会西
多摩支部と協定を締結。自治会加入促進ちらしの加盟店
舗での掲示と、来店者への配布を協力。 

宅地建築物取引業協会と連携
し加入促進 
（岩見沢市町会連合会） 

岩見沢市町会連合会は、岩見沢地方宅地建築業取引業協
会と「町会・自治会加入促進に関する協定書」を締結。
不動産仲介契約時などに「町会・自治会加入申込書」の
配布を行い、町会連合会等でＦＡＸ等で申込みを受け付
け、その情報を該当町会へ取り次ぐ体制づくりを行い、
加入手続きを簡素化する。 
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 <3>市役所での手続段階での加入促進 

取り組み名称（自治体） 取り組み概要 

区役所に自治会・町内会加入の
「案内ブース」を設置 
（横浜市都筑区） 

都筑区では、転入世帯の急増時期（３月25日～４月１日）
に、区役所に自治会・町内会加入の「案内ブース」を設
置し、転入手続きに来られた方を対象に加入促進活動を
実施。リーフレットや自治会・町内会入会届（ハガキ）
を配布。 

市役所に「自治会加入・結成案
内コーナー」を設置 
（高松市） 

高松市は、転入などに伴い来庁者が増加する時期に合わ
せて「自治会加入・結成案内コーナー」を設置し、訪れ
た市民らに自治会活動の紹介やスムーズな加入を呼び
かけた。 

区役所に町会加入を受け付け
るボックスを設置 
（横浜市青葉区） 

青葉区は、加入の手間を減らすため、区役所内に町会加
入の申し込みを受け付けるボックスを設置。転入者に自
治会町内会の案内書と加入申込書を手渡す。 

町民参加条例に基づき、転入手
続きの際に町会加入を確認 
（長野県高森町） 

高森町は、町民が、自治基盤である常会・区等への加入
につとめることを基本理念とする町民参加条例を制定。
指導要綱に基づき、転入手続き等の際に町会加入の確認
書の提出を求めている。 

 

 <4>住宅入居後の段階での加入促進 

取り組み名称（自治体等） 取り組み概要 

加入促進パンフレットの作成 
（相模原市中和田自治会） 

中和田自治会（相模原市）は、低下する加入率に歯止め
をかけるため自治会加入を促すパンフレットを作成。自
治会役員だけでなく、未加入者や退会者を交えた会議を
重ねた。 

集合住宅入居者向け町会・自治
会加入促進パンフレットを発
行 
（新宿区町会連合会） 

新宿区町会連合会は、マンションなどの集合住宅入居者
の町会・自治会加入率を上げるためにパンフレットを作
成した。災害時の「一時集合場所」を、マンション住民
が町会・自治会に聞いてから記入する欄を設けたり、入
会申込書を設けるなどの工夫をした。 

町内会・自治会加入促進マニュ
アルを作成 
（室蘭市連合町会協議会・室蘭
市） 

室蘭市連合町会協議会と室蘭市は、町会加入を促進して
いくためにマニュアルを作成した。町会加入の呼びかけ
方の手順を説明するとともに、想定される質問への回答
例や加入促進に成功した取り組み事例を示している。 

住所から自治会を検索できる
ホームページを設置 
（横浜市都筑区） 

都筑区は、区役所ホームページにおいて、住所から自治
会を検索できるページを設置している。 

電子メールによる入会申し込
みを受け付け 
（横浜市都筑区） 

都筑区は、区役所ホームページで「自治会・町内会」入
会届を配布し、電子メールで加入申し込みを受け付けて
いる。区役所から当該自治会長・町内会長に提出し、自
治会長・町内会長から加入申込者に連絡が入る仕組み。 
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［２］未加入者の加入促進 

 <1>未加入者の加入促進 

取り組み名称（自治体等） 取り組み概要 

母子手帳の交付時にリーフレ
ットを配布 
（横浜市都筑区） 

都筑区では、こども家庭支援課と連携し、母子手帳交付
時（年間2,600件程度）にリーフレットを配布している。 

外国語版の加入促進ちらしを
作成 
（広島市） 

広島市では、外国人世帯における町会加入を促進するた
め、６ヶ国語（韓国・朝鮮語、中国語、英語、ポルトガ
ル語、スペイン語、フィリピン語）の加入促進ちらしを
作成している。 

公務員の加入促進 
（釧路市・昭和自治会） 

昭和自治会では、市連町や行政が一丸となって加入呼び
かけに取り組んだことで、道職員などの公務員の入会に
より、加入率が上昇した。 

 

［３］町会未結成エリアにおける結成促進 

 <1>既存町会エリアの拡大と町会新設 

取り組み名称（自治体） 取り組み概要 

マンション管理組合の理事会
を対象に出前講座を開催 
（広島市） 

広島市は、地域からの要請により、マンション管理組合
の理事会の方々を対象に、町会等の意義や役割を市職員
が説明する出前講座を開催している。 

 

［４］町会加入の継続促進 

 <1>継続加入のメリットの見える化 

取り組み名称（自治体等） 取り組み概要 

自治連合会会員に割引特典 
（相模原市自治連合会） 

相模原市自治連合会（約13万世帯）は、若い人を中心に
「自治会離れ」が進んでいることから、宿泊施設、遊園
地・レジャー施設、葬祭店を会員が利用すると料金が割
引になる厚生制度を導入している。 

 

 <2>高齢世帯への対応 

取り組み名称（自治体等） 取り組み概要 

後期高齢者世帯の役員を免除 
（厚木市森の里５丁目自治会） 

厚木市の森の里５丁目自治会は、会則において、後期高
齢者世帯または役員会の承認を得た会員を役員及び班
長任務の一部もしくは全てを免除する規定を設けてい
る。 
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[５]その他 

<1>加入促進計画の策定、条例の制定等 

取り組み名称（自治体） 取り組み概要 

町会加入促進のための行動計
画の作成 
（旭川市市民委員会連絡協議
会） 

旭川市市民委員会連絡協議会は、町内会未加入者問題を
検討テーマとして検討委員会を設置し、加入促進施策を
検討するとともに、町会加入促進ちらしの見本などを作
成した。 
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（４） 意見のまとめ 
検討会議での検討、アンケート調査(町会長、市民)、町会長ヒアリング、先進事例調

査の結果のまとめは次の通りである。 

 

a）町会運営について 
◆活動内容・参加状況 

［現状と課題］ 

・町会活動をはじめとして、市内各地域においては、住民交流をはじめ防災、防犯、

交通安全など様々な活動が熱心に取り組まれている。しかし、イベントの中には認

知度は高いものの参加率が低いものや、団体間での活動の重複も見られる。 

・アンケート調査結果を分析すると、活動が活発な町会においては、「新しい催しが

ある」「住民同士の交流が活発である」「町会の世帯規模が大きいと満足の割合が

高い」「町会費の収入が多いと活動が充実」などの傾向がみられる。 

・これらのことから、ある程度の町会の規模があることが、資金と人材の確保につな

がり、住民ニーズを捉えた新たな活動の展開することができ、町会活動が活発化し

ていくという「良い循環」につながっている可能性がある。 

［これからの町会の姿］ 

・住民ニーズが多様化するなかで、住民に必要とされる存在であり続けるためには、

町会がその役割を認識し、具体的な活動を通じて住民にメリットを提供していくこ

とが必要である。画一的な活動を形式的にしているだけでは住民の満足を得ること

は難しいと考えられる。地域住民との対話を通じて、地域課題を共有し、関係機関

との連携・協力により、地域環境の改善につなげていくような“創造的な活動”と

なっていくことが必要である。また、住民への情報提供・情報公開などの透明化が

重要である。 

    

◆体制づくり 

・町会長一人ではできることに限りがあり、その負担も大きい。町会活動を活性化

するためには、町会長を支える複数名からチーム組成が有効と考えられる。 

・市民アンケートの結果をみても、住民は地域活動に対して協力意向を持っている。

「関わりたくない」とするのは４％にとどまる。したがって、より多くの住民が

地域活動を少しずつ分かち合うような運営の工夫をしていくことが有効と考えら

れる。地域活動においては、書類作成や会計のできる人の確保が課題となってい

るが、事務の経験がある人など地域にいる様々な人材とのつながりをつくり、活

動を任せていくことが有効と考えられる。 

・町会活動が活発な地域では、様々な運営の工夫が見られることから、それらのア

イデア・ノウハウを広く共有し、町会の活性化につなげていくことが必要である。 

・校区と自治振エリアの整合確保や、班の規模の確保(再編統合)についても、地域

においてその課題性を共有しながら検討を進めていくが必要である。 

 
 



 44 

b）町会の加入促進について 
 

◆町会への加入状況 

  ・町会への加入状況については、アンケート調査やヒアリング調査からも、戸建住宅の

加入率は高いこと、マンションでも分譲は比較的加入率が高いが、賃貸マンションに

おいては加入率が低いことが確認された。 

・町会未加入の理由については、「活動に魅力を感じない」ということよりも、「町会

を知らない」、「加入するきっかけがない」が多くあげられており、町会加入促進活

動を工夫することによって、加入率を伸ばす余地があるものと考えられる。 

  ・また、町会を退会する事例も把握され、その理由として、「メリットを感じない」、

「役員負担が重い」といったことがあげられており、町会からの退会を予防するため

にも、町会活動や町会運営での工夫（例：役員免除などの配慮）が必要となっている。 

 

◆加入促進活動 

 ［基本的事項］ 

・転入者への加入促進にあたっては、町会長ヒアリングにおいては「転入直後の訪問」

が効果的であるとのことであり、実際に成果に結びついている。しかし、市民アンケ

ートにおいて「町会を知らない」、「加入するきっかけがない」という未加入理由が

多いことを踏まえると、転入者への加入促進が十分に行われていない可能性がある。 

・横浜市都筑区の事例にみられるように、町会加入率の向上に向けては、町会、行政、

不動産業者などの関係機関が協力して取り組むことが有効と考えられる。 

 

［転入者への加入促進］ 

・町会長による加入促進活動を活発化するため、町会加入のメリットをわかりやすく伝

えることができる加入促進ちらしなどのツールや、町会加入促進活動の手引きのよう

な参考資料を作成・配布することが有効と考えられる。 

・町会長自身が十分に時間を確保できないことや、地域情報を把握するルートを十分も

たない可能性があることも考慮すると、町会長による加入促進を中心としながら、転

入者との接点のある市役所窓口や、不動産業者の店頭などの様々な機会を捉えて加入

促進を行うことが必要と考えられる。 

 

 ［マンションへの加入促進］ 

・戸建住宅の開発やマンション建設にあたっては、開発指導時からの所有者や事業者等

への働きかけが不可欠である。 

・住宅開発の計画を把握した上で、既存町会への編入または新規町会の設立などの方針

を定め、建設の早期段階から町会結成や町会加入を働きかけることが必要である。 

・そのため、計画情報を早期に共有するための町会と行政との連携を密にするとともに、

事業者への協力要請の手順をとりまとめた手引きや依頼文書の雛形などのツールの

提供が有効と考えられる。 
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［町会運営についての意見のまとめ］ 

 検討会議 市民アンケート 

活動内容 (活動での工夫) 

・ 一人暮らし高齢者の見守り活動 

・ 楽しいイベントの実施 

(活動の課題） 

・ 多くの団体が活動し、活動が重

複しているのではないか。 

(これからの町会活動） 

・ 地域課題を議論し、解決に取り

組む活動（行政の下請では面白

くない。創造性が発揮できる活

動に） 

 

 

 

（認知度高く、参加率高い） 

・ 市政だより、指定ごみ袋の配布 

・ 回覧板、掲示板 

・ 募金 

（認知度高く、参加率低い） 

・ 盆踊り、まつり 

・ 集会所の管理 

・ レクリエーション 

（防犯灯） 

・ ３割の市民が町会が維持管理し

ていることを知らない 

（参加してよかったこと） 

・ 知り合いが増える（42％） 

・ 情報入手（41％） 

（町会活動の満足度） 

・ 満足（16％） 

・ まあまあ満足（49％） 

体制づくり （体制） 

・ 町会内の他の役員に比べて町会

長の負担が大きい。 

（アイデア） 

・ 校区まちづくり協議会に行政と

の窓口を一本化 

・ 「関わりたくない」人は４％し

かいないことに着目すべき。 

 

 

（参加・協力意向） 

・ 参加中（19％） 

・ 参加意向（23％） 

・ 協力意向（35％） 

・ 関わりたくない（4％） 

 

（地域活動を活発にする取り組み） 

・ 情報提供 

・ 団体連携 

・ リーダー養成 

運営での工夫 （工夫） 

・ 住民との対話に努める。 

（活性化アイデア） 

・ 地区集会所の充実 

・ 町会の法人化（地方自治法にお

ける「地縁による団体」） 

・ 集まる機会づくり（食事会など） 

・ 個人情報の共有（適切な管理の

もと） 

（町会活動より良くする活動） 

・ 誰もが参加しやすい活動 

・ 情報共有 

・ 役員負担の軽減 
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 町会長アンケート 町会長ヒアリング 

活動内容 （活動内容） 

・ 募金、献金（71％） 

・ スポーツ祭（64％） 

・ 資源ごみ回収（61％） 

・ 慶弔の世話（60％） 

・ 防火・防犯･防災（59％） 

（活発な町会の特徴） 

・ 新しい催しがある 

・ 住民同士の交流が活発 

・ 世帯規模が大きいと満足 

・ 町会費の収入が多いと活動が充

実 

→良い循環がうまれている 

 

（町会活動の満足度） 

・満足（6％） 

・まあまあ満足（63％） 

・ 住民交流のイベント、防災、防

犯、交通安全、地域の美化など

に熱心に取り組んでいる。 

・ 市民スポーツ祭の参加者の募集

で苦労している地域もある。 

体制づくり （町会長選出方法） 

・ 自薦・他薦（38％） 

・ 持ち回り（30％） 

・ 抽選・くじ引き（15％） 

 

 

（地域活動を活発にする取り組み） 

・ リーダー育成 

・ 財源 

・ 市職員によるサポート 

・ 役員会が機能すると色々と動け

る。チャレンジもできる。 

・ 町会長個人では動きに限界があ

る 

・ 書類作成や会計ができる人の確

保で苦労 

・ マンションでは町会設立が大変 

運営での工夫 （苦労している取り組み） 

・ 後任・役員確保（51％） 

・ イベント参加者確保（33％） 

・ イベント準備（33％） 

・ 苦情・要望対応（21％） 

 

（住民参加での課題） 

・ 参加者の固定化（53％） 

・ 参加者が少ない（48％） 

・ ごみ袋等を手渡し（コミュニケ

ーション） 

・ 行政・警察と連携 

・ 交渉案件は２名対応 

・ 名簿で住民を把握 

・ 回覧で情報を周知 

・ 集会所の利用料が貴重な財源 

・ 校区と自治振興委員会のエリア

の整合、班の規模の確保が検討

課題 
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［町会加入促進についての意見のまとめ］ 

 検討会議 市民アンケート 

加入状況 （認知状況） 

・ 町会の位置づけ、役割が知られ

ていない 

（加入状況） 

・ 戸建住宅は加入率が高い 

・ マンションの加入率は低い 

・ 単身世帯が増えれば低下 

（加入状況） 

・ 認知度：86％ 

・ 加入率：83％ 

（加入率が低い層） 

・ 若い層（20代、30代、40代） 

・ 集合住宅（分譲・賃貸） 

加入促進活動 

（現状） 
（加入促進状況） 

・ 転入者を訪問 

・ マンションは誘いにくい 
（入れ替わり多い、表札なし） 

・ マンションは団体加入という方

法もある 

（未加入理由） 

・ 町会に加入しなくても日常生活

で不便なことがない 

・ 町会への加入メリットが不明 

・ 防犯灯の維持管理を町会が担っ

ているということを知らない住

民がいる 

（退会予防） 

・ 高齢者世帯の役員免除 

（勧誘状況） 

・ 「勧誘」があった加入者は20％に

とどまる 

（未加入者） 

・ 町会を知らない（38％） 

・ きっかけがない（28％） 

・ 必要性を感じない（22％） 

・ 加入方法を知らない（19％） 

加入促進活動 

（アイデア） 
（加入促進） 

・ マンションにちらしを配布。 

・ 条例で加入を義務付け。 

・ 「知らない」「きっかけがない」
人にアプローチ。 

・ 指定ごみ袋のマンションへの配

布の見直し。 

・ 町会に加入してよかったことの

アピール（情報入手、安心） 

・ マンションに町会設立（管理組
合とは別に）を働きかける。 

・ 町会加入が、様々な地域活動へ

の参加につながる。 

・ 町会長以外のルートでの加入促

進の仕組みづくり（市役所窓口、

不動産業者） 

（退会理由） 

・ 役員が担えない（20～30％） 

 

（高齢者世帯への配慮） 

・ 高齢者世帯への配慮が必要

（74％） 

 

 

（必要な行政の取り組み） 

・ 転入時の加入促進（47％） 
・ 町会連絡先の紹介（39％） 

・ 物件案内での促進（14％） 
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 町会長アンケート 町会長ヒアリング 

加入状況 （加入状況） 

・ 戸建、集合住宅（分譲）は加入

率が高い。 

・ 集合住宅（賃貸）は加入率が低

い。 

・ 戸建世帯は加入率が高い。 

・ 大規模マンションでも加入例は

ある。 

・ マンションの所有者の意向も影

響する。 

・ 退会の事例あり。 

加入促進活動 

（現状） 

（加入促進の取り組み状況） 

・ 班長による勧誘（41％） 

・ 町会長による勧誘（35％） 

・ ちらし配布（14％） 

・ 特にせず（35％） 

（集合住宅等への加入促進） 

・ 加入促進した（74％） 

 

 

 

・ 転入世帯を訪問。 

・ マンションの加入に向けて交渉

している例もある。 

・ 戸建住宅、マンションの建設計

画を受けて加入促進を予定して

いる。 

・ 高齢者世帯の役員を免除してい

る例がある。 

・ 若いファミリー世帯に入って欲

しいと考えている。 

加入促進活動 

（アイデア） 

（退会理由） 

・ 役員負担が重い（66％） 

 

（退会予防の軽減策） 

・ 設けている（8％） 

・ 今後設けたい（8％） 

・ 設けていない（66％） 

 

（必要な行政の取り組み） 

・ 転入時の促進（56％） 

・ 不動産業者に要請（33％） 

・ 説明ちらしの提供（32％） 

・ 転入者を訪問する。 

・ 市役所・出張所での手続時に加

入促進の「ひとこえ運動」。 

・ 加入促進ちらし 

（町会に入ることは地域活動の

輪に入ること、防犯灯など町会の

役割を伝える） 

・ マンションの建築確認段階で所

有者に加入促進を協力依頼。 

・ マンションでの町会設立の支援 

・ 子どもが大きくなった世帯のメ

リットを考えることが必要。 
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 先進事例調査 

加入状況 ［横浜市都筑区］ 

・ 加入率 63.2％ 

［相模原市］ 

・ 加入率 59.1％ 

 

加入促進活動 

（現状） 

［横浜市都筑区］ 
（転入者） 
・ リーフレット作成・配布 
  手続時、母子手帳配布時 

区内施設、駅で配布 
・ 入会届ハガキ 
・ ちらし配布（学校経由） 
・ 宅地建物取引業者・不動産業者
への協力依頼 

（マンション） 
・ 管理組合、管理会社に接触 
・ 既存町会との調整 
・ 管理会社向けセミナー 
（その他） 
・ 自治会町内会情報シート 

（問い合わせ対応用） 
・ ホームページ 

（町内会検索、申し込み等） 
 
［相模原市］ 
・ 福利厚生制度（施設割引等） 
（自治連合会と市：各70万円） 

・ 加入促進キャンペーン（３月） 
・ パンフレット（マンション管理
会社等向け） 

・ 新任自治会長研修 
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4． 町会加入促進の方向性 

（１） 基本的な考え方 
検討会議において、町会加入世帯数の減少に歯止めをかけ、加入促進についての基本

的な考え方を次のとおり整理した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 45 町会加入促進の基本的考え方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

○町会未加入者のなかには「町会を知らない」「加入するきっかけがなかった」という意
見があることから、転入（転居）してから間もない時期に、加入の働きかけを行うこと
がポイントである。 

○未加入世帯への働きかけをしていくためにも、町会加入のメリットを明確にすることが
重要である。また、それを具体化して、住民に「町会があってよかった」と実感が得ら
れるようにしていくことが重要である。 

○町会活動が活発な地域では、「新しい催しがある」「住民同士の交流が活発である」、「町会の

世帯規模が大きいほど活動に満足する傾向」などの特徴がみられる。 

○町会活動を活性化することが、町会の加入率向上につながり、そのことが、町会活動をさらに

活性化するという“好循環”が生まれているものと思われる。そのため、「町会活動の活性化」と

「町会への加入促進」の２本柱で取り組みを進めることを取り組みの基本的な考え方とする。 

○また、町会活動の活性化と町会への加入促進について、町会と行政をはじめ、関係機関
が連携・協力して取り組みを進めていくことを取り組みの姿勢とする。また、できると
ころからアイデアを実行に移し、結果を踏まえて取り組みを継続的に改善していく。 

住民が町会加入のメリットを実感 

町会の人材、財源が充実

町会に加入 
町会加入を継続 

町会活動の活性化 

・入居後すぐに転入世帯を訪問  

・マンションや戸建分譲地へは開発指導時から 

アプローチ・未加入世帯への訪問 

・高齢者世帯の負担を軽減（＝退会予防） 

住民に役立つ活動を行う 

 →町会加入のメリットの実感につながる 

 →行事などで住民交流が活発になる 

 →町会活動への参加・協力が増える 

・転入・転居の行政窓口での町会加入の呼びかけ

・住宅開発の初期段階での町会設立や加入の働

きかけ 

・宅地建築物取引業協会所有者・不動産業者へ

の協力要請  

町会活動の活性化支援（自治振興委員

会を通じた町会への財政的支援、地区集

会所を確保・維持するための助成制度、

町会活動に関する相談機能など） 

［
町
会
の
取
り
組
み
］ 

［
行
政
の
取
り
組
み
］ 

町会加入の 
メリットを 
わかりやすく 
伝える！ 
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（２） 町会加入のメリット 
町会には様々な役割・機能があるが、活動や運営を工夫することにより、次のような 

メリットを生み出していくことが必要と考えられる。 

 
①様々な行事・活動に参加することで、近隣での知り合いが増える。 

町会活動をはじめとする地域活動では、市民スポーツ祭や盆踊り、ふれあい祭りなど、

年間を通じて様々な行事を実施し、住民交流を深める機会となっている。町会に加入し

てよかったこととして、アンケート調査においても「知り合いが増えること」が多くあ

げられている。 

 
②防犯灯により、夜道を歩くのが安心である。 

ひったくりなどの街頭犯罪は減少傾向にあるものの、防犯に対する住民の関心・要望

は高い。そのような状況において、町会が設置している防犯灯は大きな役割を果たして

いるが、その費用が町会費によってまかなわれていることを知っているのは、市民アン

ケートによると７割にとどまっている。町会の行事･イベントへの参加状況は世帯によ

り異なると思われるが、夜道は誰もが通る場所である。そこを明るくする防犯灯の費用

を地域住民で分かち合っている実態を伝えていくことが必要である。 

 

③いざという時にも、近隣での助け合いにより安心である。 

阪神･淡路大震災や東日本大震災では近隣での助け合いが非常事態において重要な役

割を果たしたことについては誰もが感じていることである。町会活動においても、防

犯・防災活動や一人暮らし高齢者の見守り活動を具体的に実施し、住民の安心と町会活

動への信頼を高めていくことが必要である。 

 

④回覧板を通じて、地域や行政の様々な情報が自動的に入る。 

回覧板は地域独自の情報共有の手段である。町会活動が活発な町会では、回覧を有効

に活用し、情報の周知・共有の役割を担っている。町会からこまめに情報が発信される

ことで、町会活動への信頼が増す。インターネットも便利な手段ではあるが、情報を収

集する意識をもって情報を取りにいかないと入手できないという弱点もある。回覧板を

有効に活用するとともに、それをインターネット上で共有するなど、様々な情報発信の

方法を組み合わせていくことが有効である。 

 

⑤町会加入者へは、市政だよりや指定ごみ袋が“各家庭まで”定期的に町会を通
じて配布される。 

市政だよりや指定ごみ袋が町会を通じて配布されることも町会加入のメリットのひ

とつである。しかし、それだけではメリットは不十分であり、上記の４つとともに説明

を行うことが有効と考えられる。 
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（３） 町会への加入促進の取り組み 
町会加入の促進の取り組みについて、「転入者（転居者）への加入促進」「マンショ

ン入居者（分譲･賃貸）への加入促進」「未加入者への加入促進」「退会予防」の４つ

のケースについて、各町会における望まれる加入促進活動のあり方を検討した。 

 
a）転入者（転居者）に対する加入促進 

 
【基本方針】 
 
 
 

 
 
【説明のポイント】 

□八尾市では、市内全ての地域で町会を結成していること 

□戸建、マンション、分譲、賃貸を問わず、どの世帯でも加入できること 

□町会加入には様々なメリットがあること（ｐ5１参照） 

□町会費の月額と主な使途、町会費の支払い方法、転出時の町会費の返還などのルール 

  ※転出の可能性がある住民もおられるため、町会費の支払方法については、柔軟な対

応（例：月払い、転出時の月割での町会費の返還など）が望まれる。 

□班長の決め方や役割 

□近く開催予定の行事・イベントの紹介。あわせて、参加を呼びかける。 

 

【訪問時の持参物】 
□町会加入促進ちらし 

□町会加入の申し込みのための書類 

□町会規約 

□前年度の町会の事業報告、決算報告の写し（可能であれば） 

 
【町会加入後のフォロー】 

□町会もしくは地域で行われる行事・イベントがあれば、参加を呼びかける。 

□行事・イベントで出会えば、声をかけ、困っていること、わからないことなどの相談にのる。 

 

 
 
 
 
 
 

◎転入者（転居者）があれば、町会役員が入居後すぐに訪問する。（できれば２

名以上で行う） 

◎説明資料にもとづき、実態に沿って率直に説明する。 
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b）マンション（分譲･賃貸）や戸建分譲地開発にあたっての加入促進 
 

【基本方針】 
 
 
 

 
 
 
 
【事前準備のポイント】 

□事業者を訪問する前に、マンション、戸建分譲地の建設計画の概要を把握する。 

 
 
 
 
 
 

□町会加入促進の働きかけにあたっての協議方針を整理する。 

 
   
 
 
 
 
 
【説明のポイント】 

□上記の協議方針の内容 

   □転入者（転居者）の加入促進のケースと同様の内容 

 
【訪問時の持参物】 

□マンション建設、分譲地開発にあたっての要望事項 （→協定書を締結できると望ましい） 

□契約書（賃貸契約書、売買契約書）にかかわる町会加入に関する内容の文案 

□購入者・賃借人に対する町会加入もしくは町会設立の呼びかけ文書、加入促進ちらし 

□町会規約、前年度の町会の事業報告、決算報告の写し（可能であれば） 

 

【入居後のフォロー】 

   □分譲マンションの場合、管理組合設立後に町会加入に関する住民への説明機会の確保を

要請する。 

◎マンションや戸建分譲地の計画段階から事業者にアプローチし、町会加入促進の

協力を求める。 

◎事前準備をした上で、町会役員が不動産所有者や販売事業者などを訪問する。

（できれば２名以上で行う） 

◎説明資料にもとづき、実態に沿って率直に説明する。 

（把握すべき情報） 

・建設場所 

・開発規模（世帯数）、住居特性（ファミリー／単身など）、所有形態（分譲／賃貸） 

・入居予定時期 

・賃貸住宅の不動産所有者、販売事業者などの名称、連絡先、現地事務所 

（整理すべき事項） 

・町会加入促進への協力要請 

（例）単独での町会設立または近隣町会での新しい班の設立など 

・町会活動への協力依頼  

（例）町会費の口座振替、集会施設の地元開放、掲示板の活用、管理会社への

協力依頼事項 
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□交流を深める趣旨から、町会もしくは地域で行われる行事・イベントへの参加を呼びかける。 

□行事・イベントで出会えば、声をかけ、困っていること、わからないことなどの相談にのる。 

 

【マンションや戸建分譲地の開発に際しての町会加入の取り組み事例】 
 
◆A小学校区内に建設された大規模分譲マンションに対し、町会設立を働きかけた結果、

実現に至った事例 

 平成１９年９月、マンション管理組合の理事長宅を市職員が訪問し、町会の設立を働き

かけたところ、理事長は、マンションへ転居する以前は町会に加入しており、町会設立の

必要性を感じていたため、できるだけ早く町会を発足させたいとの思いを抱かれていた。

 地域の自治振興委員会及び市の数回にわたる働きかけもあり、同年１０月には入居者説

明会が開催され、市職員が町会の役割・意義・必要性などについて説明した。 

その後、町会役員の選出などマンション内で町会の設立に向けた動きが進み、平成２０

年６月、町会設立総会の開催にたどり着き、町会が正式に発足した。  

 

◆Ｂ小学校区に建設された大規模分譲マンションに対し、町会設立を働きかけた結果、現

在のところ町会の設立には至っていないものの、マンション内で町会設立に向けた動きが

出てきている事例 

 平成２０年８月に地区自治振興委員長と市職員がマンションの管理人を相前後して訪

問し、町会設立を働きかけたところ、管理組合を中心として一定の検討が進み、地域の自

治振興委員会の会議にもオブザーバーとして出席するなどしていた。 

 その後、しばらくは動きがなかったが、平成２３年の暮れにマンションの管理組合側か

らの要請があり、地域の自治振興委員会の代表者と市側が管理組合の理事長らに町会の必

要性などについて説明したところ、理事長としては町会設立に前向きに取り組んでいきた

いとの意向が示されている。 

 

◆分譲住宅の開発において開発業者との事前協議を町会設立に結びつけた事例 

一定規模以上の住宅地の開発などが行われる場合、開発業者は八尾市の関係課から意見

や要望事項を聞く「事前協議」を行うことになっており、市民ふれあい課では、町会の設

立または隣接町会への加入などを呼びかけている。 

 平成２２年、大規模分譲住宅地の開発があり、開発業者との各課協議において町会加入

の依頼を行った。当時、開発業者からはすでに地域の自治振興委員会からも同様の依頼が

あり、入居者に対して町会設立に向けて働きかけを行っているとのことであった。 

 その後、平成２３年９月に町会設立総会が開催され､町会が正式に発足した。 
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c）未加入者への加入促進 
 

【基本方針】 
 
 
 

 
 
 
 
 
【加入しやすい条件整備のための検討事項（例）】 

□一人暮らし高齢者に対して町会加入を呼びかける場合の負担軽減策を検討する。 

（例）一人暮らし高齢者世帯における役員免除 

□マンション全体で町会のない場合は、町会加入を希望する世帯があれば、隣接の町会に

入ることができるよう検討する。 

□町会費の支払方法については、柔軟な対応を検討します。 

       （例：月払い、転出時の月割での町会費の返還など） 

 

 

d）退会予防の取り組み 
 
【基本方針】 

 

 

 

 

 

【加入継続しやすい条件整備のための検討事項（例）】 

□一人暮らし高齢者などにおいて、役員負担への懸念から町会を退会される事例がみられ

るようになってきていることから、町会で高齢者世帯の負担軽減策を検討する。 

（可能であれば、町会規約で明文化する。） 

 

 

 

 

 

 

 

◎未加入世帯を把握し、特に加入への働きかけを行なう世帯を検討する。 

（例）一人暮らし高齢者など、地域活動の輪に入っていただきたい世帯などには積極的に

勧誘します。 

◎加入しやすい条件整備を検討する。 

◎できれば２名以上で訪問し、町会加入を呼びかける。 

◎町会の各世帯の高齢化の状況を把握・再整理する。 

◎加入を継続しやすい条件整備を検討する。 

◎負担軽減策を定めた場合、住民（町会会員）に周知し、理解と了解を得る。 
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（４） 町会活動活性化のポイント 
町会長に対する調査（アンケート調査、ヒアリング調査）の結果をもとに、検討会議での意見

交換で共有された町会活動活性化のポイントは次の通りである。 

 

 

 

 

□町会の皆さんとのあいさつ、声かけ 

※市政だよりや指定ごみ袋の配布、回覧板などを手渡しするようにする。 

□地域や町会活動に関わる様々な情報をこまめに提供（回覧などを活用） 

※若い人に呼びかけるのであれば、インターネットやツイッターなどの活用も考えられる。 

□住民の皆さんや役員の意見を聞いて、何か「新しい取り組み・催し」を開催する。 

※町会の役割や加入メリットが実感されやすい。住民交流にもつながる。 

□転入者や一人暮らし高齢者などに直接参加を呼びかける。参加されていたら声を掛ける。 

□町会活動に意欲とアイデアのある人にお任せする。（ただし、監査をきっちりと行う。） 

□集会所などの活動拠点を確保する。 

□町会又は班の規模が小さい場合には、統合などを検討してみることも考えられる。 
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5． 今後の町会加入促進及び町会活動の活性化について 

町会加入世帯の減少は、地域でのつながりが弱まることにより、福祉、防災、防犯な

どのさまざまな活動の低下につながる可能性が高くなり、一人ひとりの市民の安全・安

心を脅かすことにつながる。町会の機能が低下するということは、地域コミュニティの

危機そのものである。市のさまざまな取り組みは、地域との協働によるものが多く（例：

防災、防犯等）、町会機能の低下は、市の施策が展開できなくなることになる。 

現在、八尾市の各地域では、地区自治振興委員会を中心として、各町会では、町会長

等のご尽力、熱意により、町会活動が行われている。しかし、町会加入率は年々下がり、

町会だけでこの問題を解決していくことは極めて困難である。町会側の努力はもちろん

必要であるが、行政、町会、市民、さらには事業者等が連携して、町会加入率の低下と

いう問題を解決すべきである。 

八尾市は、町会と協働しながら以下の取り組みを行う。 

 

（１） 速やかに実施に移す取り組み 
下記①～④については、実施に向けて速やかに準備を進め、実施に移していく。 
 

① 転入者（転居者）への加入促進 
・ 町会加入促進については、あらゆる機会を捉えて町会加入の呼びかけをすることが必要であ

る。その中でも、転入（転居）した時点で加入を呼びかけることが有効であると考えられる。 
・ 転入者が市役所（本庁および出張所）で転入・転居の手続をする際に、町会の加入状況を把握

し、未加入世帯に対して町会加入促進を行う。 

・ 年度末は転入・転出が多いことから、八尾市自治振興委員会と八尾市との協働により、特に力

をいれて町会加入促進の活動を効果的に行う。 

   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

転入者（転居者） 

市役所窓口 
（本庁・出張所） 

町会長 

①町会加入を 
よびかけ ②【町会長連絡票】 

の提出（任意） 

③【町会長連絡票】 
の送付 

④町会加入を 
よびかけ 
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②町会加入促進に向けての不動産業者との連携・協力 
・ 転入（転居）する人の多くは、不動産業者や宅地建築物取引業者を通じて、住宅を購入・賃借

することから、不動産業者と連携し、町会加入促進にご協力をいただけるよう協議を進める。 

 

 

 

 

 

 
 
③マンション等の開発に際しての町会設立または町会加入の促進 

・ 八尾市では、一定規模以上の住宅開発などの場合（※）、八尾市開発指導要綱に基づき、開

発事業者は八尾市と事前協議を行うことになっている。 

・ 八尾市開発指導要綱に基づく事前協議において、マンションの新築（分譲、賃貸）や、まとまっ

た数の戸建住宅の建設が行われる場合、開発事業者に対して、新たな町会の設立もしくは町

会加入促進への協力を要請する。 

・ 新築マンションに対して、地元の要望として、新たな町会の設立を求める場合、地域と連携し

て、入居者による町会設立のための取り組みを支援する。 

 
 
 
 
 
 
④町会活性化及び町会加入促進に関わる町会長等の支援 

・ 八尾市自治振興委員会と八尾市が協働して、自治振興委員・町会長に対して、情報提供や相

談、加入促進にあたっての連携、町会活動の活性化や加入促進活動についての参考資料の

作成・提供などを行う。 

・ 町会長等に対する支援にあたっては、市民ふれあい課や出張所に配置しているコミュニティ推

進スタッフが中心となり、関係各課と連携する。 

・ 八尾市自治振興委員会と八尾市が協働して町会長などの地域活動の担い手を対象にした研

修をすることにより、町会長の負担の軽減を図る。 

 

 
 
 

 

 

 
 

【不動産業者に期待する役割（例）】 
□店舗内への町会加入促進についてのポスターの掲示 
□八尾市内の住宅購入あるいは住宅賃借を決定した顧客に対する町会加入促進ちらしの配

布。 
□契約書（賃貸契約書、売買契約書）における町会加入や町会活動への協力の項目の追加。 

【※開発事業等の適用区分】 

1 開発区域面積又は敷地面積が300平方メートル以上の開発事業 

2 住宅戸数が2戸以上の建設事業 

3 宅地造成等規制法に基づく許可又は協議を必要とする宅地造成事業 

4 建築確認等を要する建築行為等 

【活動内容】 

（例）・町会活動の活性化や加入促進活動についての情報提供や相談 

・マンションや戸建分譲地の開発にあたっての加入促進活動での連携 

・町会活動の活性化や加入促進活動についての作成、提供 

※町会長に提供する促進ちらし（案）やパンフレット（案）を参考資料として添付 

    ・外国語版パンフレットの作成、提供 
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（２） 引き続き検討を行う取り組み 
 
 下記①～③については、八尾市自治振興委員会と八尾市の協働により、引き続き検討を行

う。 

 

①町会への加入メリットの充実について 
・ 町会への加入メリットの更なる充実を図るため、次の事項について引き続き検討を行う。 

 

（今後の検討事項） 

・ 市政だよりや指定ごみ袋の配布方法のあり方 

・ 先進事例（相模原市）に見られる「施設利用者の割引制度」などの町会加入者に対する特典の

検討 

 

②マンションや戸建分譲地の開発に際しての加入促進ツールの整備 
・ マンションや戸建分譲地の開発に際し、開発事業者等への協力要請をより円滑に行うため、次

の事項について引き続き検討を行う。 

 

（今後の検討事項） 

・ 開発事業者等に対しての、協力要請を支援するためのツールの整備 

【ツール例】 

・ 開発事業者等に対する町会加入促進の協力要請文書 

・ 賃貸契約書、売買契約書等における町会加入や町会活動等への協力についての項目の一覧 

・ 開発事業者と協定を結ぶ際の協定書の雛形 

 

③町会の活動基盤の強化等について 
・ 町会活動の活性化に向けて、次の事項について引き続き検討を行う。 

 

（今後の検討事項） 

・ 町会の法人化（認可地縁団体）の促進のあり方（支援内容の検討、支援体制の確保等） 

・ 町会活動における活動拠点の確保の仕方（新規整備の支援、既存施設の活用等） 
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（３） 町会加入促進の推進体制 
 
八尾市は、各地域でさまざまな活動があり、その活動には地域の誇り、こだわりがある。

第５次総合計画で位置づけている「地域分権」は、地域の自発性と多様性を尊重しながら進

めていくものとしている。地域にはそれぞれの歩みがあり、町会はその一部である。 

八尾市では、平成20年度から、地域住民との対話を重ねながら地域のまちづくりを支援す

ることを職務とする市職員（コミュニティ推進スタッフ）を配置している。さらには、平成

23年度からは、地域担当制を実施しており、職員が地域に出向き、地域住民とともに、地域

のまちづくりを進めていこうという体制である。 

町会加入促進に対する取り組みは、町会自身の努力が最重要であるが、加入の呼びかけ、

活動の活性化策については、行政側の努力も必要であり、町会と行政の総力でこの問題に対

応していかなければならない。そのため、町会加入促進への対応については、市のコミュニ

ティ推進スタッフ制度や地域担当制を活用した取り組みを、今後、早期に具体化していくこ

とが必要である。 

市の施策の多くは、地域とともに推進している。町会加入促進は、八尾市全体の課題とし

て位置づけ、具体的な方策を進める上では、市民ふれあい課や出張所だけではなく、市の各

部署が自らの施策を推進していくうえでの重要な問題として認識し、連携して、町会加入促

進につながる取り組みを進めることが重要である。 
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◎八尾市町会加入促進検討会議委員設置要綱 

◎八尾市町会加入促進検討会議設置要綱 

◎八尾市町会加入促進検討会議委員名簿 

◎八尾市町会加入促進検討会議開催経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料編 
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１．八尾市町会加入促進検討会議 
（１）八尾市町会加入促進検討会議委員設置要綱 

 
（設置） 
第１条 町会は地域コミュニティの最も基礎的な部分であるが、近年、加入世帯数
が減少しており、高齢化が急速に進むなか、誰もが安心して住みなれた地域で暮
らすことができるようにするため、町会への加入促進策や町会活動の活性化につ
いて、行政と市民が協働で方策を検討するために、八尾市町会加入促進検討会議
委員（以下「委員」という。）を設置する。 

 
（委員） 
第２条 委員は 20 名以内とし、学識経験者、八尾市自治振興委員会から推薦を受
けた者、公募市民委員及び市職員のうちから市長が委嘱又は任命するものとする。 

 
（任期） 
第３条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から平成 24 年３月 31 日までとする。 
 
（任務） 
第４条 委員は、八尾市町会加入促進検討会議（以下「会議」という。）に出席し、
八尾市における町会への加入促進策や町会活動の活性化等について意見を述べ
るものとする。 

 
（意見の聴取） 
第５条 委員は、前条の規定により意見を述べるにあたって、他の委員又は関 
係者の意見を聴取することができる。 

 
（謝礼） 
第６条 委員の謝礼は、会議に出席した日１日につき「特別職の職員で非常勤 
のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年八尾市条例第166号）」に定め
る範囲内において、別に定める額を支給する。 

 
（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は人権文化ふれあい部市民 
ふれあい担当部長が別に定める。 

 
   附 則 
 この要綱は、平成23年７月１日から施行する。 
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（２）八尾市町会加入促進検討会議運営要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、八尾市町会加入促進検討会議委員設置要綱（以下「設置要綱」
という。）に基づき設置される八尾市町会加入促進検討会議(以下「会議」という。）
の運営について必要な事項を定めるものとする。 

 
（委員長及び副委員長） 
第２条  会議に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 委員長は、会議を代表し、会務を統括する。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 
 
（会議） 
第３条 会議は、必要に応じて委員長が召集し、委員長がその議長となる。 
２ 委員長が必要と認めたときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を聞くこ

とができる。 
 
（委員の補充） 
第４条 委員に欠員が生じたときは、補充することができる。 
 
（謝礼） 
第５条 設置要綱第６条に定める委員謝礼の額は、会議に出席した日１日につ 
き次のとおりとする。 
 ただし、市の職員については支給しない。 

 （１）学識経験者委員  21，000円 
 （２）その他の委員    8，000円 
 
（庶務） 
第６条 会議の庶務は、人権文化ふれあい部市民ふれあい課が行う。 
 
   附 則 

この要綱は、平成23年７月１日から施行する。 
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（３）委員名簿（五十音順・敬称略） 

 

委員氏名 所属団体等 備考

岩田　志郎 市民委員

大石　啓子 市民委員

大谷　めぐみ 市職員：文化国際課長

北口　茂 市職員：久宝寺出張所長補佐兼コミュニティ推進スタッフ

小林　昇 市民委員

小松　照明 八尾市自治振興委員会　会長

斉藤　千鶴 学識経験者：関西福祉科学大学　教授 委員長

嶋田　哲夫 市民委員

島村　欣延 市民委員

田中　優 学識経験者：大阪国際大学　准教授 副委員長

西川　繁 八尾市自治振興委員会　副会長

新田　俊明 市職員：建築都市部次長兼審査指導課長

馬野　利久 八尾市自治振興委員会　会計

福井　勇 八尾市自治振興委員会　副会長

牧野　嘉正 市職員：市民課長

桝井　弘三 市職員：竹渕出張所長

安井　義勝 八尾市自治振興委員会　副会長

吉岡　雅之　 市職員：健康福祉部次長兼地域福祉政策課長

吉川　貴代 市職員：市民ふれあい課長
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（４）開催経過 

 

回 日 時 内 容 

第１回 
10月18日（火） 19：30～ 
八尾市文化会館 

（プリズムホール） 

 検討事項・スケジュールについて 
 八尾市や先進都市における町会加入促進に向けた取り組

みについて 
 意見交換 

第２回 
11月15日（火）19：30～ 
八尾市文化会館 

（プリズムホール） 

 町会活動に関するアンケート調査について 
 町会長ヒアリング及び先進事例調査について 
 意見交換 

第３回 
12月20日（火） 19：30～ 
八尾市文化会館 

（プリズムホール） 

 町会活動に関するアンケート調査について（結果報告） 
 町会長ヒアリングについて 
 先進事例調査について 
 町会加入率について 
 意見交換 

第４回 
１月27日（金） 19:30～ 
八尾市文化会館 

（プリズムホール） 

 八尾市町会加入検討会議報告書（案）について 
 町会活動に関するアンケート調査報告書（概要版）について 
 意見交換 

第５回 

２月16日（木） 15：00～ 
八尾市役所本館 

 

 町会活動の活性化と町会加入促進（案）について 
 八尾市町会加入促進検討会議検討成果報告書（案）につ

いて 
 意見交換 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 


